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 第１章  

本市では、石巻市震災復興基本計画（平成 23年度～32年度）に基づき、被災された全ての方が一日

も早く希望の持てる生活が送れるよう、現状と課題を整理し、自立再建に向けた具体的な支援を実施す

るため、平成 28年６月に石巻市被災者自立再建促進プログラムを策定しました。 

現在、策定から３年が経過しようとしており、プログラムに掲げた４つの視点のうち「住まい」に関

する主要事業である防災集団移転促進団地整備事業及び復興公営住宅の整備事業が完了し、概ね被災さ

れた方の自立再建の見通しが立ったことから、今後の支援に生かすためのプログラムの取組と成果のま

とめを行います。 

自立再建促進プログラム策定の背景 1 

プログラム策定時は、東日本大震災からの一日も早い復興の実現を目指し、震災復興基本計画に基づ

く復旧・復興に総合的に取り組んでいました。しかしながら、本市は宮城県内で最も被害が大きく、震

災から 5年が経過した平成 28年当時においても、多くの方が応急仮設住宅において生活を続けている状

況でした。 

応急仮設住宅入居者の中には、自宅の完成や復興公営住宅への入居を待つ方など、住まいの再建が決

まっている方もいましたが、決まっていない方も多く、心身の健康面や経済面の事情など、様々な課題

を抱えた方への支援が急務となっていました。 

一方、生活再建に向けた各種支援事業によりそれぞれの再建先への移転が進むことで、仮設団地の入

居率が低下し、コミュニティや生活環境の維持が困難となる団地も増えていました。 

応急仮設住宅入居世帯を対象に実施された各種調査結果（生活再建意向調査、健康調査等）により、

被災者の自立再建に向けた課題は大きく以下の４分野に集約され、震災復興基本計画が再生期から発展

期に向かうまでに、被災者の自立再建に向けた総合的な支援が求められていました。 

■住まい 平成 28年５月１日時点で、生活再建方法が決まらない世帯が 1,100 世帯以上 

■健康・福祉 応急仮設住宅（プレハブ）入居者の健康調査結果の経年変化をみると、体調が「あ

まり良くない」「とても悪い」を合わせると、H25調査で 18.5%、H26調査で

19.2％、H27調査で 22.4%と体調の悪い人の割合が増加 

■暮らし向き 支出が増加した世帯、収入が減少した世帯がそれぞれ半数以上を占め、経済的に

困っている世帯が 66％ 

■コミュニティ 応急仮設住宅入居者の身近な話し相手は、｢家族、親せき｣が 65.0％、｢知人・友

人｣が 55.6％。特にプレハブ仮設住宅入居者は、次いで「同じ仮設住宅の入居者｣

を多くあげているため、再建後の移転先によっては環境の変化により孤立化が進

むことを懸念 
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自立再建促進プログラムの期間 2 

●プログラム期間：平成 28年度～平成 32年度（5か年） 

 

年度 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 

石巻市震災復興基本計画 

(平成 23年度～32年度) 

 

 

 

 

         

石巻市被災者自立再建促進 

プログラム 

（平成 28年度～32年度） 

          

 

 第２章 被害状況と応急仮設住宅の状況 

石巻市の被害の状況 1 

▼ 石巻市の被災状況 

人的被害 石巻市 全国 

  死者 3,184人 15,895人 

  行方不明者 417人 2,539人 

 合計 3,601人 18,434人 

建物被害     

  全壊 20,043棟 121,776棟 

  半壊 13,049棟 280,923棟 

  一部損壊 23,615棟 726,574棟 

  合計 
56,707棟 

（被災前全住家数の 76.6%） 
1,129,273棟 

地盤沈下     

  最大沈降 -120cm(牡鹿地区鮎川) ― 

避難状況     

  最大避難者数 50,758人(H23.3.17時点) ― 

  最大避難所数 

259箇所 

(※避難所は平成 23年 10月 11日、

待機所は同年 12 月 11 日をもって

すべて閉鎖) 

  

 ※石巻市（平成 23年 3月 11日現在）、全国：警察庁発表（平成 30年 3月 9日現在） 

復旧期 
H23～H25 

再生期 
H26～H29 

発展期 
H30～H32 

  

再建後 

のフォロー 

再建 

促進 

自立 

計画 

確定 
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応急仮設住宅の状況 2 

震災後、みなし仮設住宅等には平成 23 年 3 月から、プレハブ仮設住宅には同年 4 月から順次入居を

開始し、平成 23年 12月 11日には市内全ての避難所（待機所含む。）を閉鎖しました。 

応急仮設住宅（プレハブ、みなし仮設住宅等）の供与期間は、当初 2 年間、その後は 1 年ごとに、7

年目（平成 30年度中）までは一律に延長してきましたが、復興公営住宅整備の進捗等、地域の復興状況

を踏まえ国と協議をし、8年目からは入居世帯個別に認められる特定延長を導入しました。以後、必要な

世帯には再度の延長を経て、震災から 9年目を迎える平成 32年 3月 31日までが現在における最長の供

与期間となっています。 

応急仮設住宅の入居者数の推移をみると、入居開始後の平成 24年度におけるピーク時には約 33,000

人でしたが、平成 31年 1月末現在では 383人となっています。 
 

▼ 応急仮設住宅の入居戸数と入居者数の推移（ピーク時～平成 31年 1月末時点） 

【プレハブ仮設住宅】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【みなし仮設住宅】                  【県外仮設住宅等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(Ｈ24.5 末) 

(Ｈ24.2 末) (Ｈ24.4 末) 



  
4 

 

 第３章 被災者自立再建支援策の実施状況 

自立再建を実現するための４つの基本的な視点 1 

自立再建促進プログラムでは、再建先の住まいへ移転した方、応急仮設住宅に入居している方等の状

況に合わせ、以下のとおり「住まい」「健康・福祉」「暮らし向き（家計）」「コミュニティ」の 4つ

の視点から総合的な支援を実施することにしました。（実施状況は P.5～17参照） 

Ⅰ 住まい       ・生活の基盤となる自宅再建・移転支援 

・住まい再建の意向決定に必要な支援 

・生活状況に合わせた住まいの確保 

Ⅱ 健康・福祉     ・震災後からの様々な悩みへの心のケア 

・健康維持のための状況把握と健康相談・指導、予防 

・地域の実情に応じた健康推進、生活支援 

Ⅲ 暮らし向き（家計） ・健全な生活を維持するための就労支援 

・生活を再建するための経済的な支援 

・生活困窮者に対する自立支援 

Ⅳ コミュニティ    ・人と人とのつながりを実感できるコミュニティの形成・維持の支援 

・孤立防止のための見守り支援 

・新たな生活の場での生きがいづくり 

  

 被災者の生活再建状況と支援策のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1)住まいを再建した世帯 

 

 

 

(3)住まいの再建意向が 

未決定の世帯 

自立再建が困難な世帯 

(2)住まいの再建意向が 

決定している世帯 

再建先での地域コミュニティ形成、 
    健康維持、経済的支援

  

復興公営住宅 

市営･県営住宅 

福 祉 施 設 等 

専門的な個別訪問支援 

自立再建に向けた 
生活支援 

仮設住宅での 
コミュニティの維持、 

健康維持、経済的支援 

生
活
の
再
建
度 

高

い 

低

い 

Ⅰ住まいの支援 

Ⅱ健康・福祉、Ⅲ暮らし向き（家計）、Ⅳコミュニティの支援 
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自立再建支援策実施の基本的な考え方 2 

自立再建促進プログラム策定時は震災から５年が経過していましたが、応急仮設住宅で生活を続けて

いる方の中には住まいの再建が決まっていない方も多い状況でした。 

このためプログラムでは、生活再建状況に応じ「住まいを再建した世帯」「住まいの再建意向が決定

している世帯」「住まいの再建意向が未決定の世帯」の３段階に分け支援を実施することとしました。

特に、住まいの再建については会議等において有識者の意見も多くいただきながら、最重要課題として

取り組んできました。 

 

（１）住まいを再建した世帯 

再建先で孤立することのないよう、地域コミュニティの形成や社会参加を促進し、健康増進に努め

ました。また、各種就労支援を通じ、経済的にも安心して暮らせるよう支援等を行いました。 

 

（２）住まいの再建意向が決定している世帯 

恒久的住まいへの移転が円滑に進むよう各種手続きや相談等の支援をするとともに、応急仮設住宅

から移転するまでの間、見守り、健康支援、コミュニティ支援等を行いました。 

 

（３）住まいの再建意向が未決定の世帯 

応急仮設住宅入居者の再建方法を決定するための情報提供、相談支援を行うほか、復興公営住宅に

入居資格のない世帯への住まいの確保支援を行い、応急仮設住宅から移転するまでの間、見守り、健

康支援、コミュニティ支援等を行いました。 

 
 
 
 

住まい分野の実施状況 3 

被災者にとって、応急仮設住宅から恒久住宅へ移転することは生活再建の基本であることから、住ま

いの再建は、被災者自立再建促進ワーキング（ＷＧ）（詳細は資料編 P.78～81参照）において自立再建

に向けた課題と対応を検討する中でも、特に重点的に取り組んできたものであり、関係各課と連携し、

有識者の意見等も踏まえ、応急仮設住宅入居者の意向を確認しながら進めました。 

住まいの分野に関する主要関連事業は 7事業（詳細は資料編 P.34～37参照）あり、公的住まい対策、

自宅再建支援、住まいの移転支援、自立再建相談支援等を実施しました。 

特に、住まいの再建方法の確定に向け、入居者の意向を継続的に把握することにより、住まいの再建

の実現性を高め、応急仮設住宅から恒久住宅への移転を支援しました。 

住まいの再建に向けた各種取組は、次頁の「住まいの再建支援スキ－ム」に示すとおりですが、プレ

ハブ仮設団地移転・集約の詳細については第 4章に掲載しています。 

ここでは、住まいの再建支援に向けた取組と支援制度の見直し等について掲載します。 
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（１）住まいの再建支援スキ－ム 

 
 

  

自立計画届出書

復興公営住宅最終入居確認書

特定延長に関する届出書

住まい再建に関する届出書

【特定延長対象世帯】
特定延長の確定通知

【特定延長対象外世帯】
応急仮設住宅供与期限通知

契約更新手続き

意向把握のための各種調査

公営住宅（復興・市営）の
入居資格に係る要件緩和

プレハブ仮設住宅
移転先希望調査

復興公営住宅供給計画の改定

プレハブ仮設団地移転・集約

プレハブ仮設団地入居者への
説明会・個別相談の実施

退去済プレハブ仮設団地解体

各種調査の目的 住まい再建支援の実施等

戸別訪問に
よる作成支援

戸別訪問により
仮設間移転調整

戸別訪問に
よる作成支援

防災集団移転促進事業
復興公営住宅整備事業
新市街地整備事業 等

潜在未定調査

戸別訪問に
よる聞き取り調査

戸別訪問に
よる作成支援

Ｈ28.6月～H29.1月

Ｈ29.2月～3月

Ｈ28.7月～

Ｈ29.4月～7月

Ｈ29.9月～

特定延長（再延長）
に関する届出書

住まい再建に関する届出書

Ｈ30.5月～7月

戸別訪問に
よる作成支援

市営住宅の仮設入居者
優先募集開始

自立生活支援専門員・支援員等による
情報提供、相談対応、手続き支援等

住まい再建意向の確認
支援の要否把握

伴走型支援員による
物件情報提供、就労支援等

【特定延長対象世帯】
特定延長の確定通知

【特定延長対象外世帯】
応急仮設住宅供与期限通知

契約更新手続き

移転の要・否
及び

移転希望先等
の把握

復興公営住宅
入居希望

世帯数の把握

特定延長
対象者の確定
※Ｈ29.7月末
宮城県報告

特定延長
(再延長)

対象者の確定
※Ｈ30.7月末
宮城県報告
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自立計画届出書

復興公営住宅最終入居確認書

特定延長に関する届出書

住まい再建に関する届出書

【特定延長対象世帯】
特定延長の確定通知
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応急仮設住宅供与期限通知
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入居資格に係る要件緩和

プレハブ仮設住宅
移転先希望調査

復興公営住宅供給計画の改定

プレハブ仮設団地移転・集約

プレハブ仮設団地入居者への
説明会・個別相談の実施

退去済プレハブ仮設団地解体

各種調査の目的 住まい再建支援の実施等

戸別訪問に
よる作成支援

戸別訪問により
仮設間移転調整

戸別訪問に
よる作成支援

防災集団移転促進事業
復興公営住宅整備事業
新市街地整備事業 等

潜在未定調査

戸別訪問に
よる聞き取り調査

戸別訪問に
よる作成支援

Ｈ28.6月～H29.1月

Ｈ29.2月～3月

Ｈ28.7月～

Ｈ29.4月～7月

Ｈ29.9月～

特定延長（再延長）
に関する届出書

住まい再建に関する届出書

Ｈ30.5月～7月

戸別訪問に
よる作成支援

市営住宅の仮設入居者
優先募集開始

自立生活支援専門員・支援員等による
情報提供、相談対応、手続き支援等

住まい再建意向の確認
支援の要否把握

伴走型支援員による
物件情報提供、就労支援等

【特定延長対象世帯】
特定延長の確定通知

【特定延長対象外世帯】
応急仮設住宅供与期限通知

契約更新手続き

移転の要・否
及び

移転希望先等
の把握

復興公営住宅
入居希望

世帯数の把握

特定延長
対象者の確定
※Ｈ29.7月末
宮城県報告

特定延長
(再延長)

対象者の確定
※Ｈ30.7月末
宮城県報告
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（２）住まい再建方法確定に向けた取組 

① 自立計画届出書による意向確認［H28.6 月～H29.1 月実施］ 

自立再建促進プログラム策定時（平成 28年６月）において、応急仮設住宅入居世帯の 2割弱の世

帯が住まいの再建意向が未決定の状態でした。 

応急仮設住宅の供与期間が平成 30年度中で終了する予定であることから、平成 28年度中に再建

方法を確認し、被災者の自立支援の促進に向けた取組や、各世帯の個別事情に応じた応急仮設住宅

の供与期間を決定するための基礎資料として｢自立計画届出書｣の提出を依頼しました。 

 ｢自立計画届出書｣は、前年度の調査（生活再建意向調査・平成 27年度）における再建意向未決定

世帯、自宅建設等又は民間賃貸住宅等で再建予定世帯を対象に提出を依頼しました。 

100％の回収を目標に、未提出者へ個別訪問や電話等により、内容説明や記載支援を丁寧に行うこ

とで、住まいの再建方法確定に向けた意向把握に努めました。 

※｢自立計画届出書｣関係書類は資料編 P.48～52に掲載 

▼ 自立計画届出書の回収状況 

調査対象 

（母数） 

回収済み 

回収票数 回収率（%） 

2,484 2,462 99.1 

 

▼ 自立計画届出書再建方法別世帯数（H29.1 末） 

復興公営 

（市内） 

復興公営 

（市外） 
防集 

市営 

・県営 
賃貸住宅 自宅再建 その他 未記入 計 

310 62 76 144 1,166 510 153 20 2,441 

※回収票数 2,462 のうち、世帯内で再建方法が分かれる予定が 125、退去済が 146 

 

② 復興公営住宅入居希望者確定に向けた取組［H29.2 月～3月実施］ 

自立計画届出書により住まいの再建方法の確定に努めるとともに、復興公営住宅の追加整備戸数 

の見直しに資するため、「復興公営住宅最終入居確認書」の提出を依頼しました。 

  また、「自立計画届出書」発送対象外であった世帯のうち、復興公営住宅等を取り消された世帯

については、対象世帯として追加しました。 

  郵送回収および電話聞き取りにより､1,482 票（回収率 95.9%）まで回収し、市内復興公営住宅

入居希望世帯は 269であることを把握しました。 

  ※「復興公営住宅最終入居確認書」関係書類は資料編 P.53～55に掲載 

▼ 復興公営住宅最終入居確認書の回収状況 

調査母数 回収票数 
回収率 

（%） 

市内復興公営住宅 

入居希望世帯数 

1,546 1,482 95.9 269 
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 ③ 特定延長対象者確定に向けた取組［H29.4 月～7月、H30.5 月～7月実施］ 

応急仮設住宅の供与期間が平成 30年度中で終了する予定であることから、特定延長対象者を確定

するため、各世帯の個別事情に応じた応急仮設住宅の供与期間を決定するための基礎資料として、

｢特定延長に関する届出書｣｢住まい再建に関する届出書｣の提出を平成 29年度早々に依頼しました。 

 特定延長対象者を７月末までに確定するために、平成 29年３月末時点の応急仮設住宅入居中の全

世帯を対象とし 100%の回収に努めました。 

 なお、平成 30年度は、応急仮設住宅入居者を対象に「応急仮設住宅供与期間の特定延長（再延長）

に関する届出書」「住まい再建に関する届出書」の提出を依頼し、特定延長（再延長）対象者の確

定を行い、特定延長（再延長）対象外の方の住まいの再建に向けた支援を継続しました。 

 ※｢特定延長に関する届出書｣｢住まい再建に関する届出書｣関係資料は資料編 P.56～68に掲載 

 

▼ 特定延長対象・対象外の確定結果（H29.8 末） 

 

プレハブ 

仮設住宅 

みなし 

仮設住宅 

県外 

仮設住宅等 
世帯数計 

特定延長対象 383 194 15 592 

特定延長対象外 954 1,458 188 2,600 

世帯数計 1,337 1,652 203 3,192 

 

▼ 特定延長（再延長）対象・対象外の確定結果（H30.8 末） 

 

プレハブ 

仮設住宅 

みなし 

仮設住宅 

県外 

仮設住宅等 
世帯数計 

特定延長（再延長）対象 28 21 6 55 

特定延長（再延長）対象外 155 86 5 246 

世帯数計 183 107 11 301 

 

 

 ④ 潜在未定世帯調査の実施［H29.9 月～実施］ 

 平成 29年 8月までに実施した各種届出書の回収により再建方法は把握できましたが、自宅の建

築・購入・修繕に着手していない、公営住宅の申込みをしていない、賃貸住宅の物件を決めていな

いなど、まだ具体的な再建に取り掛かれずにいる世帯もある状況でした。そこで、応急仮設住宅の

供与期間が終了するに当たり、希望されている住まい再建の実現性を確認しながら、適切な支援を

実施するよう、自立生活支援専門員・支援員が応急仮設住宅を訪問し、詳細な情報収集に努めまし

た。 
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 特定延長対象外世帯を優先し、特に、各種届出書において再建方法や時期を具体的に示せていな

い世帯には複数回の聞取りを行いました。供与期間内に住まい再建を果たせるよう、必要に応じ、

宮城県東部被災者転居支援センタ－、石巻市伴走型被災者支援事業等における入居者支援に繋げま

した。 

 

▼ 潜在未定調査結果（H30.3 末） 

 再建の実現性 

高 中 低 計 

再
建
方
法 

復興公営 62 10 10 82 

自宅再建 140 93 58 291 

市営県営 3 9 22 34 

賃貸住宅 359 162 122 643 

施設等 2 0 1 3 

親族・知人宅 33 3 0 36 

計 599 277 213 1,089 

 

 

参考：再建の実現性の分類 

再建方法 「高」 「中」 「低」 

復興公営 当選済 事前登録済住宅未決定 事前登録していない 

自宅 

再建 

建築 建築中・建築請負契約済 建築業者等に相談中 具体的な進捗がない 

購入 家屋購入契約済 
物件が決まっている（未

契約） 
物件が決まっていない 

補修 補修中・補修契約済 業者に相談中 具体的な進捗がない 

市営県営 当選済 申込みしたことがある 申込みしたことがない 

賃貸 

住宅 

みなしと

同じ物件 

二者に変更契約予定・大

家等確認了承済 

大家（管理会社等）未確

認だが、家賃の負担は可

能である 

大家（管理会社等）未確

認、家賃負担不安 

別の民間

賃貸住宅 
賃貸契約済 物件あり・探している 物件を探していない 

施設等 決定済 待機・探している 相談中 

親族・知人宅 同居者合意済 同居者相談中 同居者にこれから相談 
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 ⑤ 被災者自立生活支援事業の実施 

平成 27年度から事業を開始し、応急仮設住宅入居者への情報提供、相談、手続き支援等、応急仮設

住宅から恒久住宅へ円滑な移転をするための支援を行いました。 

障害や高齢の方など、自ら自立する道筋を立てられない世帯（自立困難世帯）には「自立生活支援

専門員」（保健、医療、福祉の専門職）が、専門職の対応は必要としないものの自立に向けた支援が

必要な対象者(自立未定世帯等)には「自立生活支援員」（復興支援員）が相互に連携しながら支援を行

いました。平成 27年度から平成 30年 12月末までの訪問、電話等による対応件数は、41,720 件とな

っています。 

  ①から④の届出書の回収や調査においては、全世帯の意向を把握するため、訪問等で入居者への説

明や聞き取りを丁寧に行い、必要と判断された場合は自立再建につながるよう具体的な支援を行いま

した。 

 

▼ 被災者自立生活支援事業の従事者数 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

自立生活 

支援専門員 

7 
 

9 
＊うち兼務4 

10 
＊うち兼務6 

10 
＊うち兼務4 

自立生活 

支援員 
5 12 20 22 

計 12 21 30 32 

＊委託契約に基づく人数 

 

▼ 被災者自立生活支援事業の対象世帯数及び対応件数 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

自立困難 59 67 94 52 

自立再建支援 30 229 304 188 

調査中 57 39 10 - 

計 146 335 408 240 

 

訪問・電話等 

対応件数 
1,748 15,985 14,271 9,716 

計 41,720 

 

 

①から⑤の取組の結果、届出書で把握した意向内容や聞き取りをする中で知り得た状況に応じ、再建

が困難な世帯に対しては早めに各種支援を行うことができました。これにより、自立再建促進プログラ

ム策定時には再建意向が未決定であった 1,119 世帯についても全世帯の再建意向を確認することができ

ました。  
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（３）復興公営住宅の整備状況 

復興公営住宅（災害公営住宅）とは、東日本大震災により住宅を滅失し、自力での住宅再建が難しい

方のための公的な賃貸住宅です。基本的には市営住宅と同様ですが、所得による入居制限が緩和されて

います。また、所得が一定額以下の世帯に対しては、国の制度の「建物の管理開始から 10年間の家賃低

減」に加え、本市独自の施策としてさらに「10年間」家賃低減の期間延長を行います。 

復興公営住宅の平成 31年１月末時点までの整備状況はグラフのとおりですが、平成 31年３月中に計

画戸数 4,456戸全てが完成しています。完了戸数のうち、42戸は共助型の住宅（入居者それぞれが自立

した生活を送りながら共用空間を介してふれあい、見守り、助け合うことができる住宅）を整備しまし

た。 

 

▼ 復興公営住宅の整備状況（平成 24年度～平成30年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

▼ 活動の様子 

 【復興公営住宅説明会】       【復興公営住宅懇談会】     【復興公営住宅団地会】 
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（４）公営住宅（復興・市営）の入居資格に係る要件緩和 

① 要件緩和の基本的な考え方 

   復興公営住宅等の完成に伴い応急仮設住宅の入居率が下がってきたものの、応急仮設住宅入居者

の中には、震災による離職・転職等により市税等を完納できない方がおり、経済的な理由等から住

まいの再建方法を決めかねている方もいました。 

 応急仮設住宅を解消するためには、全ての被災者が住まいを再建する必要があることから、自力

での住宅再建が困難な被災者に対し、公営住宅（復興・市営）の入居要件を緩和することで住まい

の確保を図ることにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 要件緩和の内容 

 

●復興公営住宅 

項目 内容 

滞納要件（市税・家賃）の緩和 市と納付誓約することで入居を認める。 

賃借人が自己都合によらず退去

した場合の運用変更 

「本人の申立内容が虚偽でないことの誓約書」と「市が事

実確認を行うことについての同意書」の提出で入居を認め

る。 

 

●市営住宅 

項目 内容 

応急仮設住宅入居者優先募集の

実施 

定期の一般募集とは別に、応急仮設住宅入居者のみの募集

を実施。 

滞納要件（市税・家賃）の緩和 市と納付誓約することで入居を認める。 

単身入居要件の緩和 60歳未満単身者の入居を認める。 
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（５）在宅被災者支援に向けた取組 

① 在宅被災者支援事業 

自立再建促進プログラム策定時においては、東日本大震災で大きな被害を受け補修が完了していな

いと思われる自宅で生活を続けてこられた世帯、いわゆる「在宅被災者」に対し、必要な支援が行き

届いていない等の問題が指摘されていました。このため、平成 28年 12月から平成 29年 11月末に

かけて、半壊以上の被災住宅で補修未完了の劣悪な環境で生活している世帯を対象に、仙台弁護士会

の協力を得て、現状を把握し、個別法律相談等を行いました。 

住宅に着目した支援としては住環境の改善を優先とした津波浸水区域被災住宅小規模補修補助金交

付事業を、複雑な課題を抱える世帯に対しては自立生活支援員による訪問支援、生活困窮に着目した

支援としては、せいかつ・けんこう・しごと・こまりごと相談会を市内 10地区で開催するなど、適切

な被災者支援事業を実施しました。 

 

 ② 津波浸水区域被災住宅小規模補修補助金交付事業 

  被災者生活再建支援制度の加算（補修）支援金受給者約 11,000 世帯のうち、被災者住宅再建事業

補助金（以下「独自補助金」という）の未利用者が約 4,700 世帯存在し、さらに、仙台弁護士会によ 

る在宅被災者を対象とした調査により、調査済世帯の約 4割が独自補助金の未利用世帯であったこと

から、独自補助金が利用できない世帯に対する住宅再建支援が課題となっていました。 

  このため、独自補助金の未利用世帯等の未だ補修が完了していない世帯のうち、小規模な補修が必

要な世帯等に対し、応急修理制度と同額程度の補修費を補助することにより、主に低所得者層の在宅

被災者等の再建を支援することにしました。事業開始から申請や問い合わせがない世帯に対し、訪問

調査を行いましたが、現時点で、事前相談後に申請に至っていない世帯も多いことから、当初平成 30

年度限りとした申請期間を平成 32年 3月 15日まで延長し、在宅被災者等の住環境の改善と住宅再建

を支援することにしました。 

 

▼ 津波浸水区域被災住宅小規模補修補助金未申請者訪問調査（H30.9.12～12.28） 

開始当初の調査対象 3,041  H30.12.28 時点の調査対象 2,303 

うち訪問調査前に問合せ有り 738  調査済み 1,719 
   不在等 584 

                      

【調査済み内訳】 

   

  

「被災した住まいを再建先として今も住んでいるか。」

住んでいる 1,471

住んでいない（居所不明含む） 248

・住んでいる世帯の修繕意向

意向あり 634

意向なし 629

住所地に新築予定 26

検討中 123

調査困難 59

小規模補修補助を利

用したい
477

住宅再建事業（補

修）を利用したい
86

どの制度を利用する

か検討中
71

再建が完了している 502

その他 127

＜修繕意向ありの内訳＞

＜修繕意向なしの内訳＞
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健康・福祉分野の実施状況 4 

健康・福祉の分野の主要関連事業は 5事業（詳細は資料編 P.38～40参照）あり、健康調査・健康維

持増進、保健推進等リーダー育成・自主活動支援、福祉対策、介護予防の普及・啓発を実施しました。 

 

（１）健康調査 

宮城県と本市の共同で、応急仮設住宅入居者および復興公営住宅入居後 1年を経過した入居者の健

康調査を年１回実施しています（地域生活支援員の訪問による配布および回収、または郵送配布･回収）。 

また、本市独自で、復興公営住宅入居者（入居１～２か月後）を対象に看護師等による訪問健康調

査を実施し、フォローが必要な方へ専門職による健康支援を実施しています。 

応急仮設住宅入居者の健康調査において「体調が大変良い・まあまあ良い」と回答した割合を成果

指標に設定し、自立再建促進プログラムの進行管理に反映しています。（第５章参照） 

 

（２）心のケア専門職による支援 

震災後に多く発症する、うつ病、アルコール問題、孤独死、自死などの予防及び心の悩みを抱えて

いる方の支援のために、精神保健福祉士、保健師等による心の相談、乳幼児健診後の相談、心のケア

講演会や相談会、ハローワークでの心の相談会、コミュニティづくりを意識したイベント、独居男性

対象のサロン等、心の相談や訪問指導を行っています。 

 

（３）保健師等による訪問指導  

保健師、栄養士、歯科衛生士等が地域に出向き、個々の状態に合わせた保健、栄養、歯科保健等の

指導を行うとともに、介護予防事業として、高齢者の健康づくり事業を行っています。 

 

（４）被災者見守りシステム 

  被災により地域の見守りや近親者等が近くにいなくなったことなどにより、緊急時の対応について

不安を抱えている高齢者や障害者が多数いることから、応急仮設住宅及び在宅被災世帯（半壊以上の

世帯）において、日常生活上不安のある独居高齢者等に被災者見守りシステム事業による緊急通報装

置を設置し、緊急時の不安解消に役立っています。  
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暮らし向き分野の実施状況 5 

暮らし向きの分野の主要関連事業は 6事業（詳細は資料編 P.41～44参照）あり、就労支援、経済的

支援を実施しました。 
 

 

（１）就労支援 

震災後、有効求人倍率は 1.6 倍から 1.7 倍と高く、ハローワークの調査では、震災前より雇用者数

も増加していますが、事務や運搬・清掃等の業種では有効求人倍率は 1倍を割っており、被災者のニ

－ズとどうマッチングしていくかということが課題でした。 

このため、本市とハロ－ワ－クの共催で、6総合支所管内で出張就職相談会を実施しました。 

また、地域生活支援員の訪問時にハロ－ワ－クからの情報提供も併せて行いました。 

自立に困難を抱えるのは高齢者だけでなく、40～50代といった比較的若い世代の無職者も多いこと

がわかってきました。震災により生活・労働環境が激変した求職者に対し、自宅や応急仮設住宅等で

パソコン、インターネットを使って仕事ができる仕組みを提供し、就労支援を行うテレワーク事業の

推進を図りました。 

 

（２）伴走型被災者支援 

被災者の自立再建の妨げとなっている課題を的確に把握し、その解決に取り組む中で、関係機関と

も連携しながら被災者を伴走する形で支援しました。応急仮設住宅からの転居支援世帯に対しては、

個別面談等により生活状況や生活圏域に応じた再建計画を提案し、民間賃貸住宅などの転居先の確保

支援及び経済的自立に向けた就労支援等を行っています。 

また一定の期間において、応急仮設住宅からの転居後も新しい生活に移るためのフォローを実施し

ています。 

 

（３）生活困窮者自立支援 

「自立相談支援事業（就労）」では、生活困窮者からの相談に包括的に対応し、その自立に向けて、

就労の課題の整理や支援計画の作成等の支援を行っています。就労等に関する関係機関（保護課、ハ

ローワーク、消費生活相談員）で行っていた巡回相談に平成 30年度からは新たに保健師等を加え、健

康相談等の支援も併せて行うことにより、市民に相談しやすい環境を整備し、より広く相談できる体

制として巡回相談を実施しています。 
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コミュニティ分野の実施状況 6 

コミュニティの分野の主要関連事業は 5事業（詳細は資料編 P.45～47参照）あり、新市街地の自治

会形成や、地域コミュニティの形成支援、見守り支援、生活の生きがいづくりを実施しました。 

 

（１）コミュニティづくり支援事業 

住民自治組織による地域づくりや交流イベント等に対する「コミュニティ形成支援補助事業」及び

復興公営住宅入居者と地域住民のコミュニケーションを推進する活動等に対する「復興公営住宅コミ

ュニティ促進事業」、NPO等支援団体による住民自治組織の強化、再生及び再構築を図る活動に対す

る「地域づくりコーディネート事業」等多岐にわたり補助金を交付し、コミュニティづくりへの側面

支援を行っています。 

 

（２）応急仮設住宅等生活相談支援 

応急仮設住宅や復興公営住宅等の入居者への支援として、地域福祉コーディネーター（ＣＳＣ）を

地区民生委員児童委員協議会単位に配置し、入居者と周辺住民による茶話会等の地域コミュニティの

拠点づくりのための支援や、復興公営住宅が建設された地区の町内会長、民生委員等からの相談や受

入れ体制の支援を行うなど、住民主体の活動のための側面支援を実施するとともに、エリア主任、地

域生活支援員による相談、生活支援が必要と認められる入居者の把握や、支援が必要な入居者に対す

る訪問、声かけ、見守り等の支援を実施してきました。 

 

（３）支え合い活動支援 

引きこもり、孤立等のリスクを軽減し、地域コミュニティの再生・構築及び活性化を推進するため、

地域の方々の集会所を利用したサロン活動等の小地域福祉活動（子育て支援、健康増進、いきがいづ

くり等）に対する支援事業を行っています。応急仮設住宅、復興公営住宅、新市街地等におけるコミ

ュニティ形成と推進に係る活動を継続させ、地域に定着させるため、住民主体による地域づくりやコ

ミュニケーションづくりの支援を行っています。 

 

 

▼ 活動の様子 

【お茶っこサロン】                【支援員訪問】 

  

（仮設住宅） （復興公営住宅） 
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 第４章 プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況 
 

プレハブ仮設団地移転・集約プログラムの概要 1 

 

プレハブ仮設団地移転・集約プログラムは、復興公営住宅等に関する整備の進展に伴い、各団地の入

居率の低下による孤立化や防犯、コミュニティ面において課題が生じてきたことから、被災者の健康で

安全・安心な暮らしを確保するため、計画的な仮設団地の早期解消や集約の方針（考え方）を定めたも

のです。 

実際にプログラムを進めるにあたり、以下の基本的な３つ方針、各配慮事項に基づき移転・集約を進

めました。 

 

（１）プレハブ仮設団地集約の基本的な方針 

◆孤立防止・防犯対策・コミュニティの維持 

 入居者の孤立防止、防犯対策やコミュニティ維持を図るため、入居率が概ね 30%以下になると見

込まれるプレハブ仮設団地については、入居者の事情に配慮しながら、仮設団地間移転や恒久的住ま

いへの移転を進めました。 

◆学校用地や民有地の返還、公園用地の復旧 

仮設団地の敷地について、学校用地や民有地の返還、子ども達の遊び場等の復旧を図りつつ将来の

土地利用を見据えた移転を進めました。 

◆再建後のコミュニティに配慮した仮設団地間移転支援 

新たなコミュニティが形成しやすいよう入居者の意向を踏まえ、集約拠点団地への移転を進めまし

た。 

なお、集約拠点団地は、団地の規模や生活の利便性などに配慮して２４団地を選定しました。 

 

（２）プレハブ仮設団地集約に関する配慮 

◆仮設団地間移転による引っ越し費用：市負担 

◆集約拠点団地入居基準緩和：児童・生徒のいる世帯等には、移転の際、部屋数基準を緩和 

◆居住環境整備：移転先の居住環境を移転前と同等にするための整備を実施 

◆プレハブ仮設集約時家賃助成 

 市内のプレハブ仮設住宅に入居中で、り災区分が大規模半壊・半壊（復興公営住宅への入居要件を

満たしていない）であり、集約・解消に伴い仮設住宅から市内の民間賃貸住宅に転居する世帯のうち、

前年度の月収が公営住宅法による政令月収 104,000円以下に該当する世帯を対象として家賃の一部

を助成するもの。（家賃額及び助成額に上限があるほか、市から家主に助成金を支払うなどの条件あ

り） 
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プレハブ仮設団地移転・集約スケジュール 2 

プレハブ仮設団地移転集約スケジュール（平成 28年 5月 1日時点の入居者数・入居率を基に作成）

に基づき、入居者の今後の再建状況、住まいの復興状況などを踏まえつつ、以下の手順でプレハブ仮設

団地移転・集約を実施しました。 

 

（１）プレハブ仮設団地入居者への説明会・個別相談の実施 

自立再建促進プログラム策定後、平成 28年 7月に各地区の

公民館等で説明会を実施しました。 

その後、移転・集約を進める団地については、原則として退

去完了の 6か月前までに移転・集約説明会を実施しました。 

 

（２）移転先調整支援 

説明会後には、移転対象となる入居者の希望を伺いながら移転先の調整を行いました。 

移転対象となった方の「住まいの再建時期」や「経済状況」、「健康状態」など個別相談等で状況

を把握し、個々の事情に配慮しながら、期間内に移転・集約が完了できるよう進めました。 

 

（３）不適正利用者への対応 

不適正利用と思われるプレハブ仮設住宅については、適正手続きの勧奨や法的措置を踏まえた明渡

し請求などで対応しました。 

▼ 応急仮設住宅からの移転等のスケジュール 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

▲説明会の様子（平成28年 7月） 

仮設団地の解体

応急仮設住宅から
の移転

平成32年度平成31年度平成29年度 平成30年度

　上期 　下期 　上期 　下期 　上期 　下期

平成28年度

　上期 　下期 　上期 　下期

応急仮設住宅の供与期間

意向未決定者等の
住まいの再建調査
（自立計画届出書）

自立再建・集約拠点団
地へ移転

市民説明・相談・支援

　　　　　　　　　　　　　

不適正利用（倉庫等）世帯の解消

プレハブ仮設団地の解
体実施

団地等での移転・集約説明会

市役所窓口相談・個別訪問相談（市職員・専門員・支援員等による情報提供・手続き等）

解 体

自立再建や集約の移転先調整・移転期間

集約拠点団地の入居調整・部屋準備・入居手続き

みなし仮設

調査、届出

書作成支援
調査、届出

書作成支援
調査、届出

書作成支援

プレハブ仮設

フォロー体制による各種相談対応

適正手続きの勧奨や返還請求等の法的措置
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プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況 3 

（１）プレハブ仮設団地解消数 

平成 31年 1月末時点のプレハブ仮設団地入居者は、88世帯（201人）まで減少しています。 

入居者退去完了団地は 118 団地に上り、残る入居団地は 16 団地と計画より前倒しで移転・集約が

進んでいます。 

また解体についても、退去完了団地のうち 80団地は解体済みで、残る団地も平成 31年度末までに

は着手予定となっており順調に進んでいます。 

 
 

▼ プレハブ仮設団地移転・集約スケジュ－ル及び実績 
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（２）プレハブ仮設住宅入居者の再建見込み 

※平成 30年度第２回被災者自立再建促進対策本部会議（H30.12.4 開催）資料より「プレハブ仮設

住宅入居世帯の再建（退去）時期見込み（H30.11.1 時点）」を抜粋 

 

 

 

  

(1)　Ｈ30年度　再建（退去）見込み　【特定延長（再延長）世帯以外】

プレハブ仮設住宅入居世帯の再建（退去）時期見込み　［H30.11.1時点］

特定延長

対象外

特定延長

(再延長

以外)

1 仮設雄勝森林団地 1 2 1 4 1 3

2 仮設立浜団地 1 1 1

Ｈ31.3 河北 3 仮設追波川河川団地 8 8 8

4 仮設大橋団地 5 2 1 7 15 7 8

5 仮設開成第１０団地 3 3 1 2

6 仮設南境第４団地 3 4 7 2 5

7 仮設南境第７団地 5 1 3 9 6 3

8 仮設向陽団地 2 2 1 5 1 4

9 仮設蛇田西部第１団地 1 1 1

10 仮設蛇田西部第２団地 1 1 1 3 3

11 仮設渡波第１団地 1 2 3 3

12 仮設飯野川校団地 1 2 2 5 1 4

13 仮設三反走第２団地 1 1 2 2

14 仮設河北三反走団地 11 5 16 3 13

15 仮設追波川多目的団地 12 3 1 2 18 3 15

河南 16 仮設旭化成団地 2 1 1 2 5 11 6 5

56 13 1 12 29 111 32 79

雄勝

H31.

1

月

12

月

H30.

11

月

仮設団地名地区

内訳

計
時期

未定
3

月

2

月

Ｈ31.9

Ｈ30.9

本庁

河北

計

解消

時期

再建

時期

件数

17

防集 47

一般募集（新市街地） 7

区画整理 4

公共事業以外 4

79計

再建方法

復興公営（市内）

自宅建築

件数

10

荷物移動未 8

返還手続き未 3

11

32計

自宅完成待ち

区分

再建先

確保済

再建支援中

＜特定延長（再延長除く）対象世帯への対応状況＞ ＊表Ｂ参照

①仮設住宅や再建予定の現地訪問をし、復興公営住宅の入居意思や自宅建築の進捗状況を確認した結果、79件中59件は、引っ越しを含め

H30年度内に仮設住宅の退去が可能と見込んでいる。

②残り20件（防集11、一般募集3、区画整理3、公共事業以外3）については、自宅建築意向はあるものの工事着工していないなど具体的な進

捗がないため、継続的な聞取り、相談対応を行っている。

③あくまで自宅建築を目指す意向であっても供与期限が迫っていることから、被災者自立生活支援事業、伴走型被災者支援事業による対応を強化

し、自宅完成までの一時的な住まい（公営住宅、民間賃貸住宅等）の確保や、再建の実現性がない世帯に対する再建方法変更の意思決定支

援を重点的に実施している。

＜特定延長対象外世帯への対応状況＞ ＊表Ａ参照

【自宅完成待ち】建築請負契約書、再建予定の現地訪問等により進捗状況を確認しながら聞取りを実施。把握した自宅完成時期から仮設住宅返

還が遅れないよう状況把握を継続する。

【荷物移動未、返還手続き未】精神疾患や疾病等により引っ越しに時間を要している世帯については、体調面を考慮しつつ、傾聴しながら引っ越し、

仮設返還に関する情報提供、手続き支援を実施している。また、行政に対する不満から返還を拒否している世帯については、早急に返還されるよう対

応を継続する。

【再建支援中】精神疾患、家族の関係性、支援拒否、生活環境の変化に抵抗がある等の課題をもつ世帯に対し、粘り強く傾聴や情報提供をしなが

ら面談を繰り返している。親族との同居や、公営住宅、民間賃貸住宅への入居支援につなげ、一日でも早く再建が実現するよう関係機関の協力を得

ながら対応を継続している。

※支援に対して明確な意思を示さない、様々な理由をつけて再建（返還）を引き延ばすなど、仮設団地の解体期限まで入居状況を継続したいとい

う潜在的な意向がうかがえる世帯もある。支援を拒否し、再建できる資力があるにも関わらず、返還の促しを受け入れない世帯に対しては、不適正世

帯同様に県と協議をしながら返還訴訟対応に向けた事務手続きを進めている。

表Ａ

表Ｂ
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（３）プレハブ仮設住宅入居者の現状 

平成 31年 1月末現在、プレハブ仮設住宅入居中の世帯は 88世帯です。11月 1日時点の見込みよ

りも若干の遅れはありますが、大半の特定延長（再延長）対象世帯は 4月中の退去が見込まれている

ことから、プレハブ仮設団地解消の目途がついています。 

 

▼ プレハブ仮設住宅入居者の現状（平成 31年 1月末時点） 

特定延長区分 世帯数 

特定延長対象外 16 

特定延長対象 再延長除く 45 

再延長 27 

小計 72 

合 計 88 
 

(2)　Ｈ31年度　再建（退去）見込み　【特定延長（再延長）世帯】

公共

事業

新蛇田南

Ｄ

東松島市

柳の目西
上釜

伊勢

畑
二子

新蛇

田南
湊東 湊北

11 11 1 1 1 1 1 1

23 3 2
28件数

復興公営

計再建方法

防集
区画

整理

＜特定延長（再延長）対象世帯への対応状況＞

【復興公営住宅】：Ｈ31.3に入居可能見込みであるため、引っ越しを含め4月中に退去見込みとなる。直前で再建意向が変更

となるケースに留意しつつ、声掛けを継続する。

【防集】：建築請負契約書による工期確認済み。これに加え、自宅完成後の引っ越し、仮設住宅返還手続き等の具体的なスケ

ジュールについて共通認識を持つなど、仮設住宅の退去時期が遅れないよう対応を図っていく。なお、仮設追波川河川団地につい

ては、集約期限がH31.3であるため、他の仮設団地への一時的な移転について調整を行っている。

【区画整理】：自宅再建時期が仮設団地の解消期限としているH31.9を越える見込みの世帯については、一旦、自宅完成まで

の一時的な住まいを確保する必要がある。供与期間内であるにも関わらず、仮設解消のための移転となることから、入居者の意向

に十分に配慮し、住宅担当課の協力を得ながら住まいを確保していく予定。

入居中の団地

仮設雄勝森林団地

仮設大橋団地

仮設開成第１０団地

仮設南境第４団地

仮設南境第７団地

仮設向陽団地

仮設蛇田西部第１団地

仮設蛇田西部第２団地

仮設追波川河川団地

仮設旭化成団地

再建時期
Ｈ31.

4

月

5

月

6

月

7

月

8

月

9

月

10

月

11

月

12

月

Ｈ32.

1

月

2

月

3

月

時期

未定
計

世帯数 23 1 1 1 1 1 28
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 第５章 自立再建促進プログラム策定後の成果 

自立再建促進プログラムに基づき、被災者支援施策を円滑に進めるため、関係各課と連携を取りなが

ら進捗状況の確認と残された問題点・課題の共有化を図ってきました。 

関係各課で進めてきた主要関連事業の進捗状況により、プログラム策定後の成果をまとめます。 

※関係各課との調整会議（石巻市自立再建促進対策ＷＧおよび本部会議）の開催状況は資料編 P.78～

81に掲載 

 
 

主な成果指標の推移 1 

プログラム策定時に「住まい」「健康・福祉」「暮らし向き（家計）」「コミュニティ」の４つの分

野ごとに被災者支援の基本方針に基づき主要関連事業を選定し、事業実施に伴う成果指標を設定しまし

た。 

その成果指標の推移をみると「住まい」分野は順調に推移していますが、「健康福祉」「暮らし向き

（家計）」「コミュニティ」分野は、引き続き日常生活維持に向けた支援が必要な状況です。 

※成果指標一覧は資料編 P.33 に掲載 

 

 

自立再建促進プログラムの推進成果 2 

 

（１）被災者の意向に沿った再建支援を推進 

住まいの再建については、自立計画届出書等で把握した結果を基に、「住まいを再建した世帯」「住

まいの再建意向が決定している世帯」「住まいの再建意向が未決定の世帯」の３段階に分け、以後、

被災者の個別事情に鑑みながら、それぞれの段階に応じ、再建方法や時期などの具体的内容を把握し

てきました。中でも「住まいの再建意向が未決定の世帯」については、訪問による個別相談に対応す

るなど、きめ細やかな支援に繋げました。 

住まいの再建に向けた支援により、再建意向未決定者はプログラム策定時の 1,119 世帯から、1 年

後には 165世帯、その翌年には 7世帯にまで減少し、応急仮設住宅からの移転促進に繋がりました。 

現在、応急仮設住宅に入居中の 163世帯（平成 31年 1月末現在）の 8割が特定延長対象ですが、

特定延長の再延長対象は 55世帯であり、特定延長の再延長対象外世帯の大半が平成 30年度末までに

退去の見通しがついています。 
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▼ 応急仮設住宅入居者の再建方法の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市民意識にみる復旧・復興の状況 

本市で 2年ごとに実施している市民意識調査では、平成 26年度調査より、東日本大震災に伴う復旧・

復興事業に対する意向について確認しています。 

本市の復旧・復興が進んでいると感じる方は年々増加しており、平成 30 年度調査では 65％にまで

拡大しています。復旧・復興が進んでいると感じる主な事業としては、住宅再建と回答した方が 83.9％

に及び、住宅再建の進展を実感しています。 

同様に、前回調査までは、復旧・復興が進んでいないと感じる理由として住宅再建の遅れを指摘す

る方が過半数でしたが、平成 30 年度調査では 20.9％まで減少しており、住宅再建の進展が復旧・復

興を感じる方の増加に繋がっています。 
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▼ 石巻市の復旧・復興の進捗に対する評価とその理由 

                             

 

 

 

 

 

 

 

                              

                             

※平成30年度結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：石巻市市民意識調査 

 

（３）生活支援を軸に個別支援と地域づくりの支援を推進 

自立再建促進プログラムでは、「住まい」「健康・福祉」「暮らし向き（家計）」「コミュニティ」

の 4 つの視点により建物の建設等のハード面から、被災者の心のケア等のソフト面まで多岐にわたり

支援を実施しました。 

また、住まいの確保と併せて、移転後の生活や地域活動の担い手を育成する普及・啓発活動も同時

に実施し、震災支援から平時の生活支援を見据えた取組も展開しました。 

結果として、今後支援を継続することで、新たな地域の担い手の発掘や地域づくりが進んでいくこ

とが期待されます。  

81.0%

52.2%

20.9%

0.0%
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40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成２６年 平成２８年 平成３０年

【住宅再建の遅れを感じている方】

※復旧・復興が進んでいないと感じる方が、 

遅れていると感じている主な事業のうち 

住宅再建の指摘率を掲載 
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（４）被災者の健康維持・生活支援を推進 

 ① 応急仮設住宅入居者健康調査 

応急仮設住宅入居者を対象に実施した健康調査では、プレハブ仮設住宅では体調がよいと回答する

人の割合は 8 割弱でほぼ横ばいに推移し、みなし仮設住宅ではプレハブ仮設住宅入居者に比べ体調が

よいと回答する人の割合が 4.6％～7.0％高くなっており、多少の変動はあるもののほとんど横ばい傾

向でした。 

▼ プレハブ仮設住宅入居者の体調       ▼ みなし仮設住宅入居者の体調 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：応急仮設住宅入居者健康調査 

 

② 復興公営住宅健康調査 

 復興公営住宅入居者の健康調査では、平成 28 年度（入居 1～2 か月後）と平成 29 年度（入居 1

年経過）の調査結果を比較した場合、入居 1 年以上経過後は、体調面や心の状態等に悪化傾向が見

られました。調査の結果フォローが必要な方へは、専門職を派遣し、日常生活に支障のないよう健

康支援を実施しました。 

▼ 平成 28年度と平成 29年度の調査結果比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：復興公営住宅入居者訪問健康調査  
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（５）各種産業の再生・雇用の創出に伴う就労支援 

平成 30年度の市民意識調査においても、本市の復旧・復興が遅れていると感じている方が 32%を

占めています。遅れていると感じている主な事業として、「産業の再生・雇用の創出」を指摘する方

が 32％を占めていますが、調査開始時に比べ約 8％減少しており、「産業の再生・雇用の創出」に対

する評価の拡大傾向が伺えます。 

 また、将来の再生・発展のために重要と思うまちづくりにおいても、「市内で多くの方が働く場の

創出」が上位３位となっていますが、指摘率は年々減少傾向にあり、各種就労支援の効果が伺えます。 

 

▼ 市民意識調査にみる産業の再生・雇用の創出に対する評価と要望 

【復旧・復興が進んでいると感じるか】      【産業の再生・雇用の創出の遅れている方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     資料：平成30年度石巻市市民意識調査  
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26.3%

32.7%

36.0%

38.1%

40.7%

43.1%

43.3%

43.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

電力需要を調整する次世代送電網の導入など先駆的なまちづくり

歴史や文化を有する美しい景観の再生

北上運河や松林など美しい景観の再生

中瀬などウォーターフロント周辺への新たな観光・集客施設の整備

太陽光発電や風力発電、バイオマスなどの自然エネルギ－の活用

互いに助け合う地域コミュニティの形成

こころ安らぐ憩いの公園・緑地

高齢者にも優しいバリアフリ－化

充実した教育の場と文化施設

子供から大人まで楽しめる多目的広場

市内を循環する乗り降りしやすく、環境にやさしい公共交通機関

魅力的な集客力のある中心部商店街の再生

安全で安心できる防災体制

介護・医療が優先整備された医療・福祉モデル地区

市内で多くの方が働く場の創出

身近な医療施設

計画された道路網の整備

【石巻市の将来の再生・発展のために重要と思うまちづくり】

N=1,004
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（６）プレハブ仮設団地の着実な解消 

宮城県内沿岸被災地の中でも被害が甚大であった本市は、県内で最も多い 7,153 戸（グループホー

ム 144 戸を含まない）のプレハブ仮設住宅が整備され被災者に提供しました。自立再建促進プログラ

ム策定時（平成 28年５月）は 3,746 戸（入居率 52.6%）に入居者がおり、再建意向が未決定の方も

多くいましたが、復興公営住宅等の公的住まい対策の推進と併せ、プレハブ仮設団地移転・集約プロ

グラム（第 4 章参照）に基づき、入居者個々の事情に配慮しながら移転・集約を進めた結果、プレハ

ブ仮設団地の解消も進み、平成 31年 1月末現在では整備戸数に対する入居率は 1.5％まで減少してい

ます。 

▼ 集約に伴う仮設団地間移転数 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 計 

世帯数 78 190 9 277 

入居者数 178 336 18 532 

▼ 集約に伴う解消団地数 

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 計 

団地数 27 62 28 117 

※プログラム策定時、雄勝水浜団地についてはすでに解体済み 

 

今後に向けて 3 

応急仮設住宅の入居者は減少し、住まいの確保に関しては概ね目途がつきました。しかしながら、復

興公営住宅や自立再建による転居等、被災された方が日常を取り戻していく一方で、短期間での環境の

変化による人間関係の変化も連続的に発生し、住民同士のつながりは希薄になりつつあります。 

被災された多くの方にとって移転後の住まいは一時的なものではなく、恒久的な住まいを意味します。

移転先では新たなコミュニティ形成や生活環境の変化に順応しなければならず、再建先の新たな生活で

の不安感も強まっていると考えられ、地域の中で住民同士と関わりながら自立した生活を送れる環境づ

くりが求められています。 

復興公営住宅に入居された方は低所得者が多く、働ける年代にも無職の方が多くなっています。将来

的に家賃低減措置が終了し通常の公営住宅家賃に戻ることや、年齢を重ねることでの収入の減少が想定

されるため、訪問支援や情報提供で就労につなぐなど、今後、生活に困窮しないよう支援が必要となっ

ています。また、平成 31年 1月末現在の復興公営住宅入居状況は、4,194 戸（整備完了戸数の 95％）、

7,800 人ですが、その 43%が高齢者（65 歳以上）で占められています。高齢者の 3 割は単身世帯であ

り、復興公営住宅内で孤立することのないよう新たなコミュニティへの参加を促す取組も継続する必要

があります。 

住まいの再建と時間の経過に伴い、現在の手厚い支援が徐々に薄くなる状況も予想されますが、今後

も転居先において安心して希望の持てる生活が送れるよう、暮らし向き分野の支援やコミュニティ分野

の支援を中心に、被災された方の不安な心に寄り添う支援を継続していく事が必要です。 
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「石巻市被災者自立再建促進プログラム」

の取組・成果報告にあたって 

 

被災者自立再建促進対策ワーキング（ＷＧ） 

座長 

宮城学院女子大学 厳爽教授 

 

石巻市被災者自立再建促進対策 WGに関わって 3

年、前半は仮設住宅での暮らしのサポート、後半

は復興公営住宅への移行と仮設住宅の集約、さら

には高齢者も含めた生活弱者の自立再建をどのよ

うに支えるかが主な議題となった。未曾有と言わ

れた大規模災害であるだけに、仮設住宅での生活

も５〜6年と長期に及んだ。その間、学識者とし

て感じたことを学生の調査研究結果を踏まえて述

べたい。 

卒業研究の一環で、仮設住宅および共助型公営

住宅におけるコミュニティの形成に関する調査研

究を前者は 2015年度、後者は 2018年度に実施し

た。まずは調査で明らかになったことを要約する。 

・仮設住宅でのコミュニティの形成 

5年近く続いた仮設住宅での生活のなかでは、

新たなコミュニティも形成され、「仮」ではある

ものの、その環境に居住者がなじんでいく姿を捉

えた。コミュニティの形成にはキーパーソン（ヒ

ト）の存在、幅広い年代の居住者が楽しむことが

できる活動やイベント（コト）の開催、人が日常

的に集まれる「場」（モノ＋場）の存在が重要な

役割を果たすことが明らかになった。特に新たな

人間関係の形成においては、「ヒト、モノ、コト」

いずれもが欠かせない大切なきっかけとなってい

た。 

住民のコミュニティとの関わり意識に関しては、

無職・単身高齢者は近所付き合いの意識も高く、

環境にもなじみやすい傾向がある一方で、就労・

家族世帯は仕事・家族中心の生活を送っているた

め、近所付き合いの意識が低い傾向が見られた。 

空間構成については、調査対象団地では住棟の

配置、住戸の間取りにおいて、特にコミュニティ

の形成を意識した計画設計とはなっておらず、多

世帯によるコミュニティの形成は難しいことが明

らかになった。また、多世帯によるコミュニティ

形成を促進させていくためには、集会所のような

目的的に人と会うためだけではなく、日常生活の

中でさり気なく他者と出会える空間計画も必要で

あることが浮き彫りとなった。 

行政のサポートと役割については、コミュニテ

ィ形成の初期段階においては、キーパーソンの発

掘、コミュニティの場の構築を含めた働き掛け及

び人的、物的サポートが不可欠であることが示さ

れた。 

仮設住宅団地での調査を通して、「ヒト」、「コ

ト」、「モノ＋場」の工夫によって、仮設住宅で

のコミュニティが形成されていること、またその

ことが単身高齢者の環境へのなじみを促す役割を

果たしていることが明らかになった。 

一方で、仮設という環境になじんでしまってい

る居住者のなかには、なじみの裏返しとしてこの

コミュニティへの依存心が芽生えてきていること

も垣間見ることができた。このような依存心が自

立再建という次のステップに進むことの妨げにな

っている側面もある。 

このような状況が生じたことは「仮設住宅生活

の長期化による弊害」の一つとして指摘しておき

たい。このことは恒久住宅への移行の際に、仮設

住宅で形成された人間関係の継続、コミュニティ

の維持に配慮した対策を講じることがきわめて重

要であることも示している。 

・共助型公営住宅でのコミュニティの形成 

共同玄関、談話室と多目的スペースからなるコモ

ンスペース、縁側廊下、リビングアクセス住戸な

どの空間的工夫を凝らし、コミュニティの形成を

意識した空間構成による共助型公営住宅において、

入居後の半年間にわたって「お茶っこ」の開催と

ともに、住まい方とそのなかで形成された人間関

係を追跡した。 

多目的スペース・談話室については、お茶会や

ボランティア活動などのイベント以外では使用が

見られなかった。イベント後すぐに家具等を片付

けてしまい、家具もほとんど置かれていない状態

になってしまうことが日常的な利用がみられなか
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ったことの一因であると考える。一方で、イベン

トを通して関係性が築かれ、住戸の行き来や買い

物へ一緒に行くなどの互助関係も形成されている。 

入居期間の経過に伴い、鉢植えや季節の飾りな

ど、縁側廊下に居住者の個性を表す「表出」（廊

下や玄関周りに置かれる居住者の個性を表すもの

を指す。表出は居住者間のコミュニケーションを

促す役割を果たすことが可能であると言われてい

る。）がみられるようになった。共同菜園や縁側

廊下の表出は、行き来する居住者間での挨拶や会

話のきかっけにもなった。一方で、ベンチ下の収

納などの使い方には戸惑いと遠慮があり、十分に

活用されていない住戸も多い。 

住戸については、リビングアクセス型に戸惑う

声も多かった。特に 1LDK住戸においては、日中の

居場所を縁側廊下の反対側に置いて家具をしつら

えており、生活の向きとアクセスの向きが一致し

ないケースが多かった。縁側廊下に面している窓

も終日カーテンを閉めており、「見られる」こと

に対する不安の気持ちが読み取れる。住民間の信

頼関係が築かれていくに従い、「見られる」こと

への意識が次第に薄れていくことが先行研究で明

らかになっている。今後引き続き見守っていきた

いと考える。 

オートロックによる共同玄関の使い方にもばら

つきが見られた。各住戸の掃き出し窓から直接外

出する場合もあった。施設ではなく、住まいであ

ることから、住民による住みこなしとして捉えて

良いと考える。 

住民間の互助関係については、入居時から、身

体的機能の低下や認知症の症状が現れている住民

がいる。共助型でのイベントの交流を経て形成さ

れた顔見知り関係がやがて住戸内に介入する「介

護」ともいえるようなサポートに変化してきたこ

とから、「共助型公営住宅」のあり方への疑問の

声が聞こえてくるようになった。 

・共助型公営住宅におけるコミュニティ型サポー

ト体制のあり方 

高齢者の在宅生活を支えるコミュニティ型サポ

ートには、行政のサポートと公的介護サービスの

提供を中心としたフォーマルなネットワーク、地

域縁（隣人）を中心としたインフォーマルなネッ

トワークが必要である。前者は医療、介護のニー

ズに対応する機能的要素、後者はより豊かな日常

生活を維持するための情緒的要素を提供し、両輪

のバランスによって高齢者の在宅生活が成り立つ

ことが先行研究において明らかになっている。 

そのなかで特筆すべきことは、近隣やコミュニ

ティによるインフォーマルなサポートはあくまで

「情緒的要素」であり、行政による支えと公的介

護サービスを中心とした機能的要素がなければ、

コミュニティは崩壊してしまうということである。

行政と公的介護サービスによるサポート、身近に

ある多様な場、公的サービスに関わる人、場に関

わる人によって、コミュニティ型ケアネットワー

クが織りなされ、ネットワークケアシステムが構

築される。 

情緒的要素については、なじみの人（近隣）・

慣れ親しんだ居場所（コモンスペース）を通して

ゆるい人間関係を含めた「場」（共助型公営住宅

のコミュニティ）への帰属感が生じ、場に参加し

ている仲間同士の見守り関係が形成されていくこ

とが「共助型公営住宅におけるコミュニティ型サ

ポート」のあるべき姿ではないだろうか。 

今後に向けて、コモンスペースの日常的利用を

促し、集まりの「場」を形成させるための「モノ」

の整備が必要不可欠である。また、入居期間の経

過とともに入居者の加齢と身体能力の低下がみら

れる。そのなかで、確かな行政によるサポート（相

談窓口）、公的介護サービスへの接続と提供が担

保された上で、住民間での互いの見守りと、情緒

的に支え合うコミュニテイの形成への発展に期待

して本稿の結びとしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティ型サポート体制のイメージ 
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東日本大震災で被害を受けた自治体の内、石巻

市の被害は、人的被害、建物被害ともに突出して

いる。そのため、仮の住まいに身を寄せる人々の

数も膨大であり、2012年のピーク時で見ると、応

急仮設住宅の入居者数約 33,000人、プレハブの仮

設住宅戸数約 7,100戸、みなし仮設住宅戸数約

6,000戸と、人口約 14万の自治体が対応するには

極めて厳しい値となっている。これら被災した

人々に仮の住まいを提供するだけでも大変なのだ

が、さらに難しいのは、これらの仮設住宅から被

災者が再び通常の生活を送るための環境を整える

とともに、そこへの移行を円滑に行うという気の

遠くなるような量の作業が待ち構えていることで

あった。 

このように膨大な数の被災者への対応が求めら

れていたことから石巻市では、被災者情報の統合

データの作成とその活用の可能性が早くから探求

されてきた。しかし、たとえ役所内での作業であ

ってもこうした行為は個人情報保護法との調整が

必要となってくる。そこで、市では、国交省の専

門官や我々学識者と連携しつつ様々な形で国に実

情を働きかけてきた。そうした努力が実ってか、

平成 25 年 10 月１日に災害対策基本法等の一部

を改正する法律（平成 25 年法律第 54 号）が施

行される。この法律に基づいて、災害対策基本法

に「被災者台帳の作成（第九十条の三）」が新た

に規定される。条文に「３ 市町村長は、第一項

の規定による被災者台帳の作成に必要な限度で、

その保有する被災者の氏名その他の被災者に関す

る情報を、その保有に当たって特定された利用の

目的以外の目的のために内部で利用することがで

きる。」とあるように、目的を厳しく限定した上

で、被災者の情報を役所の中で共有することが可

能になった訳である。 

「石巻市被災者自立再建促進プログラム」は、

この被災者台帳のデータの活用によって初めて可

能になった事業で、様々な部署が行っている再建

支援活動の間の情報共有と調整、プレハブ仮設団

地集約の計画立案と実行などを通し、被災者の自

立再建を包括的に促進するために 2015年に始め

られた。この事業の特徴は、①合理的な業務遂行

のため、厳正な管理の下で被災者台帳を積極的に

活用する。②各課にまたがる複雑な作業を成立さ

せるために網羅的な実務者 WGを組織する。③具体

的に掲げた達成目標と達成度の検証を通じて、目

標を暫時的かつ戦略的に達成していく。という点

である。すべての被災自治体の業務を熟知してい

るわけではないが、被災者支援を組織的かつ科学

的に展開した作業として、特筆できるのではない

だろうか。 

特に、実務者 WGには、主管課である生活再建支

援課を始め、福祉総務課、保護課（以上福祉部）、

健康推進課、包括ケア推進室（以上健康部）、復

興政策課、地域協働課（以上復興政策部）、集団

移転推進課、復興住宅課（以上復興事業部）、庁

舎整備推進室（総務部）、商工課（産業部）、住

宅管理課、都市計画課（以上建設部）、学校管理

課（教育委員会）、牡鹿総合支所、雄勝総合支所、

北上総合支所、河北総合支所、河南総合支所、桃

生総合支所、と 7部、1委員会にまたがる 16課と

6総合支所の課長が参加している。被災者の生活

再建に関する専門的知見を有する学識者とともに、

実務責任者である各課の課長が、目標と課題を共

有し、課題解決の方法をすり合わせていくこの会

議体は、復興事業の実装のひとつのモデルと言え

るかもしれない。 

 

 

 

 

 

 

 

石巻市被災者自立再建促進対策 WG  

「石巻市被災者自立再建促進プログラム」

という試み 

 

被災者自立再建促進対策ワーキング（ＷＧ） 

東北大学大学院 小野田泰明教授 
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自立再建促進プログラムの主な指標の推移 1 

 

 

  

※被災者自立再建促進プログラムの進行管理を成果指標（実績）の推移により行っているもの。４つの

視点の主要関連事業については、主要事業シートを作成しており、これまで成果指標（実績）の数字

を基に各時点での課題を洗い出し、対策を検討してきたもの。 

 

 

 

 

 

 

必要な支援 主な指標 基準
(策定時)

H29.3 H30.3 H31.1

1 防災集団移転促進事業

2
復興公営住宅整備事業(共助型復興住宅含
む）

3 新市街地整備事業

4 土地区画整理事業（既成市街地）

5 市営住宅及び県営住宅の活用

6 被災者自立生活支援事業

7 健康調査及び支援

8 心のケア専門職による支援

9 保健師等による訪問指導

10 通所型介護予防事業

・地域の実情に応じた健康
推進、生活支援

11 地域包括ケアの普及・啓発

12 就職相談会

13 被災地域テレワーク推進事業

14 就労支援ＮＰＯと連携

15 被災者生活再建支援金の支給

16 伴走型被災者支援

17 生活困窮者自立支援

18 コミュニティづくり支援事業

19 地域づくりコーディネート事業

20 支え合い活動支援(小地域福祉活動支援)

21 仮設住宅等生活相談支援

・新たな生活の場での生き
がいづくり

22 地域サロン活動支援(社会福祉協議会) *市民意識調査・１回／２年

H27

84.6
1988/2394

85.3 84.6

1.4

1.1

20.9

H27

77.6
3212/4138

77.9 79.0

主な成果指標の推移（%）

体調が大変良い・まあまあ良い

*応急仮設住宅等入居者健康調査
    １回／年

*復興公営住宅入居者健康調査
　　１回／年

主要関連事業

29.9

４つの視点（必要な支援と関連事業）

Ｈ28.9

42.3
(3011戸)

31.7

52.2

11.8

みなし仮設入居率
　入居戸数／ピーク時戸数

プレハブ仮設住宅入居率
　入居戸数／整備戸数

H26

81.1
575/710

H28.9

38.4
(2266戸)

・震災後からの様々な悩み
への心のケア

・健康維持のための状況把
握と健康相談・指導、予防

・生活状況に合わせた住ま
いの確保

・生活の基盤となる自宅再
建・移転支援

・住まい再建の意向決定に
必要な支援

Ⅱ
　
健
康
・
福
祉

住宅再建（Q:復旧復興が遅れていると
感じる事業）
*市民意識調査・１回／２年

・孤立防止のための見守り
支援

各地域のコミュニティの再構築
(Q復旧・復興が遅れていると感じる事
業)

・生活困窮者に対する自立
支援

Ⅳ
　
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

Ⅰ
　
住
ま
い

Ⅲ
　
暮
ら
し
向
き

H26

49.2
502/1021

・健全な生活を維持するた
めの就労支援

・生活を再建するための経
済的な支援

H26

39.9
283/710

36.8 -

市内で多くの方が働く場の創出(Q将来
のまちづくりで特に重要と思う事業)

・人と人とのつながりを実感
できるコミュニティの形成・
維持の支援

*市民意識調査・１回／２年

44.8 -

H26

14.4
102/710

17.7 - 17.4

20.1
互いに助け合う地域コミュニティの形成
(Q将来のまちづくりで特に重要と思う事
業)

H26

18.3
187/1021

16.2 -

20.3

-

各種産業の再生・雇用の創出
(Q復旧・復興が遅れていると感じる事
業)

32.1

43.1
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被災者の自立再建支援策の実施状況 2 

※成果指標：平成 29年度までは実績値 

（１）住まいに関わる支援策 

事業名 防災集団移転促進事業 

事業期間 平成 23年度 ～ 平成 29年度 

目的 東日本大震災により今後の土地利用計画において居住に適当でないと認められる

区域内の住居の安全な高台または内陸部への防災のための集団的移転を円滑に推

進する。 

半島沿岸部 46地区 65団地  1,214 戸（自己再建612戸、復興公営住宅 602戸）

調査設計、用地取得、整備 

年度別事業内容 【平成 28年度～29年度】 

１）本庁地区：佐須／荻浜 

２）牡鹿：小渕浜／鮎川浜／谷川浜・祝浜／鮫浦／寄磯浜 

３）河北：河北 

４）雄勝：船越／船戸／伊勢畑／唐桑 

５）北上：相川／小泊・大室／白浜・長塩谷にっこり団地 

成果指標 

宅地供給戸数(累計) 

平成 28年度 平成 29年度 

41 地区 (89.1%）自己再建 471 戸

(76.9%)復興公営住宅 392戸(65.1%) 

46地区(100%）自己再建612戸(100%)

復興公営住宅602戸(100%) 
 

事業名 復興公営住宅整備事業（共助型復興住宅含む） 

事業期間 平成 23年度 ～ 平成 30年度 

目的 東日本大震災により住宅を滅失し、自力での住宅再建が難しい方の為の、公的な

賃貸住宅の供給を図る事業 （入居者それぞれが自立した生活を送りながら共用空

間を介してふれあい、見守り、助け合うことができる共助型住宅 42戸を含む）。 

【計画整備戸数】 

平成 26年度以前：929戸 

平成 27年度：1,509 戸（累計 2,438 戸） 

平成 28年度：1,235 戸（累計 3,673 戸） 

平成 29年度：596戸（累計 4,269 戸） 

平成 30年度：187戸（累計 4,456 戸） 

市街地 3,883 戸  半島部  573 戸 

年度別事業内容 整備戸数【平成 28年度～30年度】 

１）市街地部：1,555 戸  ２）半島沿岸部：463戸 

成果

指標 

整備計画数

(累計) 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

3,673(82.4%) 4,269(95.8%) 4,456 

完成戸数

(累計) 
3,673(82.4%) 4,269(95.8%) 4,456 

 
 

※計画整備戸数 4,456戸につ

いては全て事業着手してお

り、平成 30年度末までに整

備を完了します。 
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事業名 新市街地整備事業（新蛇田・あけぼの北地区） 

事業期間 平成 24年度 ～ 平成 30年度 

目的 震災により移転を余儀なくされた市民の集団移転先として、良好且つ健全な市街

地を形成することを目的に「土地区画整理事業」として整備する。 

1）新蛇田地区:46.5ha 計画人口 3,300 人､計画戸数:1,265 戸(戸建 730戸･復興

公営 535戸) 

2）新蛇田南地区:27.4ha 計画人口:1,990 人､計画戸数:765戸(戸建 376戸･復興

公営 389戸) 

3）新蛇田第二地区:13.7ha（公共公益的施設・用地等） 

4）あけぼの北地区:5.6ha 計画人口：530 人、計画戸数：204 戸（戸建 42 戸・

復興公営 162戸） 

※データー：復興事業部提出資料（H30.3.末現在） 

年度別事業内容 【平成 28年度～29年度】 

１）新蛇田地区:登録数:724､整備画数:730 

２）新蛇田南地区:登録数:367､整備画数:376 

３）新蛇田第二地区:公益公共施設用地等 

４）あけぼの北:登録数:41､整備画数:42 

成果指標 

宅地登録数(累計) 

（登録数/戸建整備画地数） 

平成 28年度 平成 29年度 

1,113(97.0%) 1,132(98.6%) 

 

事業名 新市街地整備事業（新渡波地区） 

事業期間 平成 24年度 ～ 平成 29年度 

目的 震災により移転を余儀なくされた市民の集団移転先として、良好且つ健全な市街地

を形成することを目的に「土地区画整理事業」として整備する。 

1) 新渡波地区:17.8ha 計画人口 740 人､計画戸数:282 戸(戸建 129 戸･復興公営

153戸) 

2) 新渡波西地区:11.1ha計画人口:560人､計画戸数:213戸(戸建83戸･復興公営

130戸) 

※データー：復興事業部提出資料（H30.3.末現在） 

年度別事業内容 【平成 28年度～29年度】 

１）新渡波地区:登録数:101､整備画数:129 

２）新渡波西地区:登録数:74､整備画数:83 

成果指標 

宅地登録数(累計) 

（登録数/戸建整備画地数） 

平成 28年度 平成 29年度 

127(59.9%) 175（82.5％） 

 

 

 

 

 

 



  
36 

 

事業名 土地区画整理事業（既成市街地） 

事業期間 平成 25年度 ～ 平成 31年度 

目的 被災者の速やかな生活基盤の形成のため、地域コミュニティの一体的な確保・維持

に配慮し宅地整備を行う。 

1）中央一丁目地区:1.5ha 計画人口 160 人､計画戸数:67 戸(戸建 32 戸･復興公営

35戸) 

2）下釜第一地区:12.1ha 計画人口:800 人､計画戸数:296 戸(戸建 200 戸･復興公

営 96戸) 

3）新門脇地区:23.7ha 計画人口:1,070 人､計画戸数:401 戸(戸建 250 戸･復興公

営 151戸) 

4）湊東地区:29.6ha 計画人口:1,500 人､計画戸数:561 戸(戸建 460 戸･復興公営

101戸) 

5）湊北地区:14.8ha 計画人口:800人､計画戸数:302戸(戸建 220戸･復興公営 82

戸) 

※データー：復興事業部提出資料（H30.3.末現在） 

年度別事業内容 【平成 28年度～30年度】 

１）中央一丁目地区宅地引渡し画数:32 

２）下釜第一地区宅地引渡し画数:200 

３）新門脇地区宅地引渡し画数:250 

４）湊東地区宅地引渡し画数:460 

５）湊北地区宅地引渡し画数:220 

成果指標 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

752(64.7%) 1,032(88.8%) 1,162(100.0%) 

 

事業名 市営住宅及び県営住宅の活用 

事業期間  

目的 応急仮設住宅居住者のための住まい対策として公的住宅（市営・県営）を確保す

る。 

※応急仮設住宅入居者優先入居用 

1）市営住宅:60 戸(H28)､H28 年 3 月より市報で募集(定期募集後:3 か月毎)37

戸(既存借上型)(H29) 

2）県営住宅:30戸(H29) 

年度別事業内容 【平成 28年度～29年度】 

１）市営住宅:97戸 

２）県営住宅:30戸 

成果指標 

住宅確保数(累計) 

（確保数/確保総数） 

平成 28年度 平成 29年度 

60戸(47.2%) 127戸 
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事業名 被災者自立支援事業 

事業期間 平成 27年度 ～ 平成 30年度 

目的 自立する方法、時期等について判断できかねている高齢者、障がい者等の世帯に

対し、保健・医療・福祉の専門員などを派遣し、身体やこころのケアなどをはじ

め、恒久住宅への早期移転に向けた情報提供、相談、手続き等の支援を行い、仮

設住宅からの円滑な移転を支援する。自立困難世帯が仮設住宅から恒久住宅へ円

滑に移行できるよう自立生活専門員と自立生活支援員による訪問相談等の支援を

行う。 

年度別事業内容 【平成 28年度～30年度】 

自立生活支援専門員 9名(H28）、10名(H29)、10名(H30) 

 ・活動実績 2,087 件(H28)、2,991 件(H29) 

自立生活支援員（復興支援員）12名(H28)、17名(H29)、30名(H30) 

・活動実績 13,898 件(H28)、11,280 件(H29) 

 

成果指標 

応急仮設住宅の退

去戸数 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

目標：3,951 

実績：1,813 

達成率：45.9 

目標：2,138 

実績：1,292 

達成率：60.4 

目標：846 

見込み：814 

達成率：96.2 

 



  
38 

（２）健康・福祉に関わる支援策 

事業名 健康調査及び支援 

事業期間  

目的 １）応急仮設住宅入居者の健康調査を行い、フォローが必要な方へ訪問等による

健康支援を行う（県と市の共同）。 

【調査方法】地域生活支援員の訪問による配付及び回収、または郵送回収。 

［H26年度］対象 5,361 世帯 回収 3,149世帯 回収率 58.7％ 

 

２）復興公営住宅入居者に看護師等による訪問健康調査を行い、フォローが必要

な方へ専門職等による健康支援を行う（市の実施：平成 27年度～）。 

【調査方法】入居 1～2ヶ月後に個別訪問で聞き取り調査。 

【訪問調査員】本庁地区：宮城県看護協会、みやぎ心のケアセンター、健康推進

課保健師等 

各総合支所：各総合支所保健師等 

年度別事業内容 【平成 28年度～30年度】 

１）応急仮設住宅入居者の健康調査 

  1,309 世帯／2,335 世帯 (56.1%)(H28) 、 531 世帯／1,073 世帯

(49.5%)(H29) 

２）フォロー者数：240人(10.1％)(H28)、117人(12.2％)(H29) 

３）復興公営住宅入居者に看護師等による訪問健康調査： 

1,373 世帯／1,694 世帯(81.1%)(H28)、 

683 世帯／809世帯(84.4%)(H29) 

成果指標 

「体調が大変よい」

「まあまあよい」と

回答した人の割合 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

77.9% 79.0% 80.0% 
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事業名 心のケア専門職による支援 

事業期間 平成 23年度 ～ 平成 31年度 

目的 震災後に多く発症する、うつ病、アルコール問題、孤独死、自死などの予防及び

心の悩みをかかえている方の支援のために精神保健福祉士、保健師等の心のケア

専門職による訪問や相談を行う。【事業内容】震災こころのケア・ネットワーク

みやぎ（からころステーション委託）等による、心の健康相談（来所、訪問、電

話等）、乳幼児健診後の心の相談、心のケア講演会や相談会、ハローワークでの

心の相談会、コミュニティーづくりを意識したイベント、独居男性対象のサロン

等の実施及び保健師等の心の相談や訪問指導等を行う。 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

１）心の健康相談、訪問、電話等 

    からころ：6,939 人(H28)、7,883 人(H29) 

    保健師：2,724 人(H28)、2,575 人(H29) 

２）乳児健診等における臨床心理士による相談及び事後指導 

    からころ：133人、127人 

３）心のケア講演会、研修会 

    からころ：1,317 人(H28)、1,210 人(H29) 

    石巻市：151人(H28)、234人(H29) 

成果指標 

相談件数 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

11,264 人 12,029 人 13,000 人 13,000 人 13,000 人 

 

事業名 保健師等による訪問指導 

事業期間  

目的 保健師、栄養士、歯科衛生士が地域に出向き、個々の健康状態に合わせた保健、

栄養、歯科保健等の指導を行う。 

１）訪問指導事業：家庭訪問により、対象者及び家族の健康状態を把握し、必要

な保健指導を行う。 

 対象者：40歳～64歳の市民 

 ①健康診査等で健康管理上訪問指導が必要と認められた者 

   ②閉じこもりがちな虚弱高齢者 

 ③介護に携わる家族 

   ④寝たきり、認知症、難病等でサービスの調整が必要な者 

２）高齢者の健康づくり事業 

対象者：65歳以上の市民 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

１）訪問指導事業：126人(H28)、123人(H29) 

２）介護予防事業：261(H28)、217(H29) 

成果指標 

対象者数 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

1,362 人 1,109 人 1,500 人 1,500 人 1,500 人 
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事業名 通所型介護予防事業 

事業期間 平成 28年度 ～  

目的 65 歳以上の高齢者を対象に要介護状態等にならないよう、運動機能や栄養口腔機

能の向上を図る専門スタッフによる「介護予防教室」や体力を強化する「いきいき

１００歳体操」を実施するほか、地域包括支援センターが管轄する地域において、

介護予防の普及、啓発等を図るための「地域介護予防教室」等を実施することによ

り、身近な地域で各自が介護予防に関する意識と方法を生活に取り入れ、生活機能

低下の防止につなげる。 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

１）介護予防教室:192回､延べ2,799人(H28)､192回､延べ2,538人(H29)､ 160

回､延べ 2,184 人(H30)､160 回､延べ 2,400 人(H31)､160 回､延べ 2,400 人

(H32) 

２）地域介護予防教室:202 回､2,837 人(H28)､198 回､3,113 人(H29)､216 回､

延べ 3,240 人(H30)､240 回､延べ 3,600 人(H31)､240 回､延べ 3,600 人

(H32) 

３）いきいき 100 歳体操:18 回､延べ 180 人(H30)､19 回､延べ 190 人(H31)､20

回､延べ 200人(H32) 

成果指標 

参加延べ人数 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

5,040 人 6,120 人 5,820 人 6,190 人 6,200 人 

 

事業名 地域包括ケアの普及・啓発 

事業期間 平成 26年度 ～  

目的 高齢者等が住み慣れた地域で自分らしく、人生の最後まで暮らし続けられるよう、

健康づくりや介護予防、社会参加による生きがいづくりといった「自助」と、家

族や地域住民による支え合い・助け合いの「互助」に対する市民意識を高めるこ

とにより、地域の自主性や主体性に基づく「地域全体で支え合う体制づくり」を

推進することを目的として、自治会・町内会や老人クラブ等の住民団体を対象に、

それぞれの地域の特性や実情に即した出前講座等を積極的に開催する。 

年度別事業内容 
【平成 28年度～32年度】 

出前講座等の開催：10回、延べ 243人(H28)、38回、延べ 765人(H29) 

成果指標 

出前講座等の延べ

参加者数（人） 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

500人 1,500 人 1,500 人 1,500 人 1,500 人 
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（３）暮らし向きに関わる支援策 

事業名 就職相談 

事業期間  

目的 １）市がハローワークと共催し、集会所等での就職相談会を実施する。 

従来、集会所での就職相談会を開催していたが、多様化する相談内容に対応

するため、平成２９年度からは生活困窮者自立支援窓口と合同で巡回相談会

（せいかつ・しごと・こまりごと相談会）を開催し、就労支援についての専

門的な相談を実施する。 

平成 30年度から、6総合支所管内で出張就職相談会を実施する。 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

巡回相談会（せいかつ・しごと・こまりごと相談会）：河南、桃生、牡鹿の３地

区で実施(H29)、出張就職相談会：6総合支所及び蛇田地区・湊地区・渡波地区で

実施(H30)、6総合支所・石巻合同庁舎・ハローワーク・東部地方振興事務所・市

で共催で実施予定(H31・32)、相談世帯数：10世帯(H29)、33世帯（H30） 

成果指標 

 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

― ― ― ― ― 

 

事業名 被災地域テレワーク推進事業 

事業期間 平成 26年度 ～ 平成 32年度 

目的 震災により生活・労働環境が激変した求職者に対し、自宅や仮設住宅等でパソコ

ン、インターネットを使って仕事ができる仕組みを提供し、就労支援を行うと共

に、ICT を有効活用した新たな産業として、その基盤整備を図る。（H27構築済） 

１）eラーニングシステム 

テレワーカー（働き手）のスキル向上・習熟度を高めるためのシステム。 

（スキルレベルを登録・スキルに応じたコンテンツ配信・判定テストなど） 

２）就業支援システム 

テレワーカー（働き手）の安定的・効率的就業を支援するためのシステム  

（お仕事マッチング機能・受発注管理・進捗簡易・売上管理など） 

３）一括受注業務用システム 

 テレワークで大きい規模の案件を一括受注できるシステム 

（アプリ開発業務・コールセンター・電子書籍など） 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

システムを利用しテレワーク事業を実施：97人(H28)、133人(H29) 

成果指標 

テレワーカー 

参加者数 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

100人 125 人 150 人 175 人 200 人 
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事業名 就労支援ＮＰＯと連携 

事業期間  

目的 仮設住宅等に居住している「心の不調を抱えた若者など」の就労、就学支援を各

種事業を展開するNPOと連携していく。 

 

事業主体：認定非営利活動法人 Switch 

     ユースサポートカレッジ石巻NOTE 

 

１）東日本大震災によってこころに不調を抱えたり、社会的居場所を失った若者

が、震災後の深刻な人材不足に悩む地域産業の将来的な担い手として活躍で

きるよう、インターンシップを通して育成していく。 

２）就労支援を通じて、家族を包括的に多職種・多団体で支えるネットワーク機

能を強化   

３）地域産業の力を活かした人的資源の活用をしながら、伴走型職場体験の機会

をさらに拡大、被災地における就労支援モデルを確立させる。 

・就労準備支援、各種講座の実施（パソコン講座等）、インターンシップ実

施   

・中間就労の実施、農業、漁業 

・いしのまきはたらくサポーター講座の開催 

年度別事業内容 【平成 28年度～30年度】 

事業の周知：生活再建支援課窓口へのチラシ設置、仮設住宅内の掲示板へのチラ

シ掲示等 

成果指標 

 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

― ― ― 
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事業名 被災者生活再建支援金の支給 

事業期間 基礎支援金：平成 23年度 ～ 平成 30年度 

加算支援金：平成 23年度 ～ 平成 31年度 

目的 東日本大震災で被災された市民の生活再建を支援するための制度。災害により生

活基盤に著しい被害を受けた市民に対し、生活の再建を支援し、市民の生活の安

定と被災地の速やかな復興に資することを目的とする。 

【支給額】 

１）基礎支援金（複数世帯/単身世帯） 

  ①全壊：100万円/75万円 

②大規模半壊：50万円/37.5 万円 

③解体：100万円/75万円 

④長期避難：100万円/75万円 

２）加算支援金 

 ①建設・購入：200万円/150 万円 

②補修：100万円/75万円 

③賃借（公営住宅を除く）：50万円/37.5 万円 

【申請期間】 

１）基礎支援金：平成 30年 4月 10日 

２）加算支援金：平成 32年 4月 10日 

年度別事業内容 【平成 29年度～31年度】 

１）基礎支援金：申請受付、審査、支払い(H28～H30)、 

未申請者への案内(H29、30) 

２）加算支援金：申請受付、審査、支払い(H28～H31)、 

未申請者への案内(H29～Ｈ31) 

成果 

指標 

基礎支

援金 
平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

申請:118 

未申請:15 

申請:9 

未申請:14 
― 

加算支

援金 
申請:820 

未申請:4,442 

申請:943 

未申請:3,100 

申請:3,000 

未申請:100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
44 

事業名 伴走型被災者支援 

事業期間 平成 29年度 ～  

目的 被災者の自立再建の妨げとなっている様々な課題を的確に把握し、関係機関と連

携しながら、被災者が抱える課題の解決に伴走する形で取り組み、経済的自立と

恒久的住まいへの円滑な移転を支援することを目的とする。 

１）民間賃貸住宅等入居支援 

①賃貸物件探しにおける不動産会社への同行等、伴走型支援 

②再建後、生活安定までのフォローと生活支援 

２）生活困窮者への就労支援等 

①企業への一般就労を目指した研修・訓練 

②企業との連携による就労体験 

③就労体験後の雇用の交渉（対雇主） 

３）住まい再建に関する制度等、情報提供、相談支援 

４）福祉窓口への同行（伴走）、手続き支援 

５）在宅被災者支援  必要に応じ、１～４の支援を実施 

年度別事業内容 
【平成 29年度～31年度】 

支援対象者：350世帯 

成果指標 

支援対象世帯 

平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

８４ １０１ １００ 

 

事業名 生活困窮者自立支援 

事業期間 平成 27年度 ～  

目的 生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、「自立相談支援事業（就労）」の

実施や「住居確保給付金の支給」その他「学習支援事業」を行うための所要の措

置を講じる。 

１）「自立相談支援事業（就労）」 生活困窮者からの相談に包括的に対応し、

その自立に向けて、就労の課題の整理や支援計画の作成等の支援を行う。 

 ※現体制 正職員 1名、嘱託員 2名 計 3名 

※就労数 H27：10人、H28：5人、H29：7人 

年度別事業内容 
【平成 28年度～32年度】 

自立相談支援事業、住宅確保給付金事業、学習支援事業等：5人(H29)、7人(H30) 

成果指標 

就労数 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

5 5 5 5 5 
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（４）コミュニティに関わる支援策 

事業名 コミュニティづくり支援事業（一般分・復興分） 

事業期間 平成 24年度 ～ 平成 32年度 

目的 住民主体による地域づくりやコミュニケーションづくりを推進する。  

１）一般分：コミュニティ形成支援補助事業 

    住民自治組織が主体となり、住民主体による地域づくりやコミュニ

ケーションづくり（交流事業・イベント）を推進する。 

２）復興分：復興公営住宅コミュニティ促進事業 

     住民自治組織が主体となり、復興公営住宅入居者及び地域内住民の

コミュニケーションづくり（交流事業・イベント）を推進する。 

【費用】上限額 100 千円×２５０団体＝25,000 千円（一般２００、復興５０） 

【実績】 

129団体（一般 129)(H26) 

157 団体（一般 149、復興 8)(H27) 

172 団体（一般 167、復興 5)(H28) 

168 団体（一般 164、復興 4)(H29) 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

１）コミュニティ形成支援補助事業 

   167 団体(H28)、164団体(H29) 

２）復興公営住宅コミュニティ促進事業 

   5 団体(H28)、4団体(H29) 

成果指標 

自治会数 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

230 

（一般180,復興 50) 

250 

（一般200,復興 50) 

250 

（一般 200,復興 50) 

250 

（一般200,復興 50) 

250 

（一般200,復興 50) 
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事業名 地域づくりコーディネート事業 

事業期間 平成 26年度 ～ 平成 32年度 

目的 市民公益活動団体が主体となり、住民自治組織の推薦を受け、住民世帯による地

域づくりやコミュニケーションづくりを推進するため継続的に実施する事業に対

して補助金を交付する。 

１）特に被害が大きいと認められる市街地におけるコミュニティの再生及び再構

築を図る事業 

２）応急仮設住宅や復興公営住宅入居者のコミュニティづくりを図る事業 

３）新たな市街地等におけるコミュニティづくりを図る事業・その他住民自治組

織の機能の充実、強化、再生及び再構築を図る事業 

【補助額】上限額 250万円/年･団体(※H26のみ上限額 500万円/年･団体） 

【交付実績】6団体(H26)、7団体(H27)、9団体(H28)、8団体(H29) 

年度別事業内容 【平成 28年度～29年度】 

活動対象 

【H28年度】 

渡波：２団体、新蛇田：１団体、湊：１団体、釜：１団体、下釜：1団体、中

里：１団体、雄勝：１団体、全域：１団体 

【H29年度】 

渡波：１団体、新蛇田：１団体、新蛇田南：１団体、湊：１団体、釜：１団体、

下釜：1団体、中里：１団体、北上：１団体 

成果指標 

活動団体数 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

9 10 10 5 5 

 

事業名 支え合い活動支援事業 

事業期間 平成 28年度 ～ 平成 32年度 

目的 引きこもり、孤立等のリスクを軽減するため、既存のサロン活動グループが行う小

地域福祉活動（地域住民が主体となって地域福祉の増進につながる活動）に対し助

成する。 

※助成金額：3万円／団体 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

サロン活動継続助成事業実績 

82 団体 2,460 千円(H28)、111 団体 3,330 千円(H29)、151 団体 4,530 千円

(H30)、200団体 6,000 千円(H31)、200団体 6,000 千円(H32) 

成果 

指標 
助成団体数 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

82 111 151 200 200 

活動支援 

団体数 
230 240 200 200 200 
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事業名 応急仮設住宅等生活相談支援 

事業期間 平成 28年度 ～ 平成 32年度 

目的 市内を 16の民生委員・児童委員協議会担当地区に地域福祉コーディネーター（Ｃ

ＳＣ）、地域生活支援員等を配置し、地区内の応急仮設住宅や復興公営住宅を中心

に相談支援、見守り事業等を実施するとともに在宅自立支援対象者に対し各種情報

提供などの生活支援を行う。 

地域福祉コーディネーター ← エリア主任 ← 地域生活支援員 

○コミュニティ形成への支援 

○孤立予防 

 ・集会所の開放（サロン） ・健康相談会や健康教室への呼びかけ 

 ・独居世帯等身守りが必要な世帯の定期的声掛け 

 ・入居者からの各種相談を担当スタッフへつなぎ 

（健康面、経済面、施設面、その他） 

 

※平成３１年度からは「復興公営住宅等生活相談支援事業」として実施する。 

年度別事業内容 【平成 28年度～32年度】 

被災者見守り・相談支援事業     ※財源：被災者支援総合交付金 

成果 

指標 
相談対応世

帯数（延べ） 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

7,324 5,979 4,500 4,500 4,500 

相談対応件

数（延べ） 
31,662 18,388 12,000 12,000 12,000 

 

事業名 地域サロン活動支援事業 

事業期間 平成 26年度 ～ 

目的 地域サロン活動開始の準備及び小規模サロン団体に対する助成金を支給し、地域

活動団体の立ち上げを促進することを目的とする。 

１）１サロンにつき年１回３万円を限度に交付（活動開始時助成）する。 

 対象団体：参加者が１回当たり１０人以上見込まれ、月１回以上開催する団

体で同年度に社会福祉協議会、行政から補助金、助成金、委託金を受けてな

い団体 

２）1サロンにつき年１回１万円を限度に交付（活動開始時助成及び継続助成） 

 対象団体：参加者が１回当たり５人以上見込まれ、年４回以上開催する団体

で同年度に社会福祉協議会、行政から補助金、助成金、委託金を受けていな

い団体 

年度別事業内容 【平成 28年度～30年度】 

サロン活動助成事業 

成果指標 

助成団体 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 

46 60 45 未定 未定 
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住まい再建に関する意向把握のための各種調査票 3 

（１）自立計画届出書 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 平成２8 年 6 月３０日 

 

応急仮設住宅入居者 各位 

 

                      石巻市長 亀 山   紘  

                            （公印省略） 

 

自立計画届出書の提出について 

 
 皆さまには、平素より市政へのご理解とご協力を賜りありがとうございます。 

 本市では、このたび応急仮設住宅にお住まいの方のうち、下記の方を対象に、

今後の生活再建の予定等について自立計画届出書を提出していただくこととい

たしました。  

この自立計画届出書は、被災者の自立支援の促進に向けた取り組みや、各世

帯の個別事情に応じた応急仮設住宅の供与期間を決定するための基礎資料とし

て、大変重要な届出書となります。 

 お手数をおかけしますが、目的をご理解いただき、期間内に提出されるよう

お願いいたします。 

 また、復興公営住宅、防災集団移転用地を希望される方は、早めに「事前登

録相談窓口」へ相談のうえ、登録をお願いいたします。 

 

記 

 

昨年度の生活再建意向調査で 

・再建意向未決定だった方 

・自宅建設等で再建予定とお答えいただいた方 

・民間賃貸住宅等で再建予定とお答えいただいた方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：福祉部生活再建支援課 
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≪ご記入にあたって≫ 

 

１．提出がない場合には、応急仮設住宅の供与期間の延長ができないこともあ

りますので、必ず提出願います。 

 

 

２．自立計画届出書は、同封の返信用封筒に入れ、平成２8 年 7 月２０日（水）

までに郵便にてお送りください。（切手等送料は不要です。） 

 

 

３．自立計画届出書は、再建方法の確認、支援の検討以外には使用されること

はありません。 

 

 

４．自立生活支援専門員等が、市内仮設住宅を巡回し、相談・訪問・声がけを

行っています。 

記入のお手伝いが必要な方や、住まいの再建意向の決定にお困りの方には、

訪問し作成支援を行いますので、生活再建支援課まで（Tel 95-1111  

内線 396４ Fax 94-5022）ご連絡願います。 

 

 

５．裏面の記載例を参考に自立計画届出書を記入してください。 

 

 

６．自立計画届出書に関するお問い合わせについては、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石巻市自立計画届出書調査事務局 

０１２０－６６－３７３４（通話料は無料です） 

受付時間 平日（土、日、祝日を除く） 

午前１０時～午前１２時、午後１時～午後５時 

 

※この調査は石巻市が以下の事業者に委託しています 

株式会社ケー・シー・エス（ＫＣＳ） 

仙台市青葉区本町１－１１－２  ＳＫ仙台ビル 
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報
と
は
、
住
民
基
本
台
帳
、
各
種
税
、
生
活
保
護
、
応
急
仮
設
住
宅
等
の
入
居
、
復
興
公
営

　
住
宅
の
入
居
、
市
営
住
宅
等
の
入
居
、
市
区
町
村
か
ら
受
け
る
補
助
金
等
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
の
個
人
情
報
を
い
う
。

設
問
４
.被

災
時
に
居
住
し
て
い
た
住
宅
の
状
況
に
つ
い
て

　
　
（
り
災
証
明
書
の
り
災
程
度
を
参
考
に
お
答
え
く
だ
さ
い
）

㊼ ㊽

同
じ
住
居
に
「み
な
し
仮
設
住
宅
」と
し
て
居
住
し
て
い
る

大
家
（
貸
主
）
に
退
去
を
求
め
ら
れ
た

大
家
（
貸
主
）
が
補
修
し
て
く
れ
な
か
っ
た
の
で
退
去
し
た

大
家
（
貸
主
）
が
修
繕
も
し
くは
修
繕
の
話
は
あ
っ
た
が
、
住
む
こ
と
が
で
き
な
い
と
判
断
し
退
去
し
た

浸
水
し
た
場
所
に
住
み
続
け
る
こ
と
が
精
神
的
に
苦
痛
で
退
去
し
た

自
己
の
判
断
で
退
去
し
た
（
理
由
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

㊵
学
生

設
問
５
.現

在
の
職
業
に
つ
い
て

り
災
判
定
な
し

㉝
賃
貸
住
宅
で
あ
っ
た
た
め
現
状
不
明

㉜
そ
の
ま
ま
の
状
態
（
修
繕
で
き
な
い
）

一
　
部

　
損

　
壊

㊴
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト

契
約
･派

遣
社
員

決
定
済
み

具
体
的
に
検
討
中

会
社
員

自
営
業

公
務
員

㊸ ㊹ ㊺ ㊻

そ
の
他

⑭
親
族
宅
や
知
人
宅
へ
転
居

⑮
福
祉
施
設
等
へ
入
居
希
望

　
自

立
計

画
届

出
書

に
つ

い
て

は
、

皆
さ

ん
の

再
建

方
法

を
確

認
す

る
た

め
の

基
礎

資
料

と
な

り
ま

す
。

　
提

出
が

な
い

場
合

は
、

再
建

方
法

等
の

確
認

が
で

き
な

い
た

め
、

引
き

続
き

仮
設

住
宅

を
供

与
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
の

で
必

ず
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

設
問
１
.再

建
の
方
法
に
つ
い
て

①
申
し
込
み
済
み
（
市
内
）

③
申
し
込
み
済
み
（
市
外
）

㊷
無
職
（
退
職
者
含
む
）

㊲

注
）
現
在
の
プ
レ
ハ
ブ
仮
設
住
宅
の
供
与
期
限
に
つ
い
て
は
、
賃
貸
借
契
約
書
の
使
用
期
間
の
終
期
の
年
を

　
　
平
成
３
０
年
と
読
替
え
た
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

　
　
民
間
賃
貸
住
宅
（
み
な
し
仮
設
）
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
契
約
の
終
期
と
な
っ
て
い
ま
す
。

届 　 　 出 　 　 者

　
（

入
居

者
全

員
に

つ
い

て
各

設
問

か
ら

番
号

を
い

ず
れ

か
一

つ
選

び
記

入
し

て
く

だ
さ

い
）

賃
貸
住
宅

⑪
契
約
済
み
ま
た
は
契
約
予
定

⑬
物
件
、
場
所
等
を
検
討
中

⑫
み
な
し
仮
設
を
供
与
終
了
後
、
ご
自
身
に
名
義
変
更
し
引
続
き
入
居

自
宅
を
改
修
、
補
修

市
営
・
県
営
住
宅

⑨
申
し
込
み
済
み

⑩
申
し
込
み
予
定

防
災
集
団
団
地

⑤
申
し
込
み
済
み

⑥
申
し
込
み
予
定

自
宅
再
建

⑦
自
宅
を
建
替
、
新
築
ま
た
は
購
入

⑧

㊶
主
夫
・主

婦

７
平
成
　
　
年
 　

月
頃

㉟
㊳

６
○
民
間
賃
貸
住
宅
で
被
災
し
、
り
災
判
定
が
全
壊
以
外
の
方
に
お
尋
ね
し
ま
す
。

　
　
住
宅
を
退
去
し
た
理
由
に
つ
い
て
該
当
す
る

番
号

を
○

で
囲

ん
で

く
だ
さ
い

㊱

４
平
成
　
　
年
 　

月
頃

３
平
成
　
　
年
 　

月
頃

㉕

㉚
解
体
済
み

㉛
修
繕
す
れ
ば
居
住
で
き
る

１
平
成
　
　
年
 　

月
頃

職
業

（
退
去
時
期
）

再
建

場
所

3
資
金

計
画

そ
　
の
　
他

㉞

２

4

検
討
・相

談
中

㉒
目
途
が
つ
か
な
い

⑱
目
途
が
つ
か
な
い

⑲
こ
れ
か
ら
探
す

2

修
繕
す
れ
ば
居
住
で
き
る

㉙
賃
貸
住
宅
で
あ
っ
た
た
め
現
状
不
明

再
建
時
期
・
再
建
方
法
等
の
確
認

賃
貸
住
宅
で
あ
っ
た
た
め
現
状
不
明

㉔
未
解
体

大
規
模
半
壊

も
し
く
は

半
　
　
　
壊

㉖
解
体
済
み

㉘
そ
の
ま
ま
の
状
態
（
修
繕
で
き
な
い
）

５

設
問
３
.資

金
計
画
に
つ
い
て

契
約
者
名

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
印

自
立

計
画

届
出

書

設
問
２
.再

建
場
所
に
つ
い
て

⑯
⑰

⑳
目
途
が
つ
い
て
い
る

㉑

連
絡
先

（
電
話
番
号
）

　
　

　
　

－
　

　
　

　
　

－
　

　
　

　
　

　
　

全
　
　
　
壊

㉓
全
流
失
、
全
焼
、
解
体
済
み

再
建

方
法

平
成
　
　
年
 　

月
頃

再
建
時
期

1

復
興
公
営
住
宅

②
申
し
込
み
予
定
（
市
内
）

④
申
し
込
み
予
定
（
市
外
）

㉗

現
住
所

（
仮
設
住
宅
）

平
成
　
　
年
 　

月
頃

住
宅

状
況

5
入
居
者
氏
名

続
柄

平
成
　
　
年
 　

月
頃

携
帯

電
話

の
場

合
は

、
所

有
者

を

ご
記

入
く
だ

さ
い

（
）
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作成支援を希望する方へ 

 

ファックス送信票 

  

自立計画届出書の記入のお手伝いが必要な方や、住まいの再建意向の

決定にお困りの方には、自立生活支援専門員等が作成支援を行いますの

で、こちらの送信票に記入し、ファックスで送信してください。 

電話でご連絡いただける方は、こちらの送信票の記入は必要ありませ

ん。 

 

仮設団地名 

(みなし仮設住所) 
 

棟・部屋番号 号棟       号室 

氏   名  

連 絡 先 

（電話番号） 
－       ― 

希望する日時   月     日       時ごろ 

希望する理由  

○訪問時間は、平日の午前９時から午後４時です。 

  ○訪問する日時については、調整させていただく場合があります。 

石巻市福祉部生活再建支援課 

ファックス番号  ０２２５－９４－５０２２ 

電 話 番 号  ０２２５－９５－１１１１ 内線３９６４  
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（２）復興公営住宅最終入居確認書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成２９年２月６日 

 

 応急仮設住宅入居者 各位 
 

石巻市長 亀 山   紘 

                      （公印省略） 
 

復興公営住宅最終入居確認書の提出について 

 本市では、復興公営住宅等の入居者資格要件を緩和する手続きを進めており、「復興

公営住宅最終入居確認書」を提出していただくことといたしました。 

 この確認書により、復興公営住宅に入居を希望される方を最終確認させていただきま

す。 

つきましては、お手数をおかけいたしますが、復興公営住宅に入居を「希望する」、

「希望しない」に関わらず期限までに御提出いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 提出期限  平成２９年２月１７日（金） 

※同封の返信用封筒に封入の上、期限までに必ず御返送願います。 

 

２ 対象者 

  自立計画届出書において復興公営住宅又は防災集団移転団地を希望しなかった方 

※平成２９年１月２０日時点の入居者情報に基づき、御案内しています。 

※復興公営住宅又は防災集団移転団地の事前登録者等は対象としておりません。 

 

３ 復興公営住宅等の入居者資格要件の緩和について 

※別紙の「石巻市復興公営住宅への入居を希望される皆様へ」を御覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※この調査を行うにあたり、業務の一部を次の事業者に委託しています。 

委託先：株式会社ケー・シー・エス（ＫＣＳ） 仙台市青葉区本町１－１１―２ ＳＫ仙台ビル 

【お問い合わせ先】 

受付時間：午前 9 時から午後 5 時まで（土日、祝日を除く。） 

■復興公営住宅に関すること  事前登録相談窓口 

  内線：3981～3983 

                    専用：0225-90-8041・8042                        

■市営住宅に関すること    建設部住宅管理課 

       内線：5753・5754 

■住宅再建に関すること    福祉部生活再建支援課 

内線：4761・4765～4767 

【お申し込み・お問い合わせ先 】 

 〒986-8501 宮城県石巻市穀町 14 番 1 号 

  石巻市役所本庁舎 3 階 事前登録相談窓口（37 番窓口） 

  受付時間   午前９時から午後５時まで（土日、祝日を除く。） 

  専用ダイヤル 0225-90-8041・0225-90-8042 

  代 表    0225-95-1111（内線 3981～3983） 
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石巻市復興公営住宅への入居を希望される皆様へ

入居を希望される方は、お早めにご相談のうえ、事前登録の手続きをしてください。

登録期限 平成２９年３月２４日（金）
※期限までに登録されない場合、復興公営住宅に入居できなくなります。

【お申し込みできる方】
◆東日本大震災で居住していた住宅のり災判定が「全壊」の方
◆東日本大震災で居住していた住宅のり災判定が「大規模半壊または半壊」で解体を余儀なくされた方
◆東日本大震災時、賃貸住宅にお住まいの方で、賃貸人等の事情により退去せざるを得なかった方
（申請の際に賃貸人等からの証明が必要となりますが、証明を受けることが困難な方は、事前登録
相談窓口までご相談ください。）

【お申し込みできない方】
◆被災時に居住していた賃貸住宅に、みなし仮設住宅として入居している方
◆住宅を再建した方（住宅を建設または購入した方や賃貸住宅に入居した方など）
◆持家や貸家を所有している方
◆東日本大震災で居住していた住宅がり災していない方
◆暴力団員
※その他、詳しい入居者資格については、事前登録窓口までご確認ください。

提出期限 平成２９年２月１７日（金）
※入居を希望される方を最終確認させていただきます。期限までに必ずご提出してください。
※確認書の提出とは別に事前登録の手続きをしてください。

対象：応急仮設住宅等に入居されている方
◆市町村民税や過去に入居していた公営住宅の家賃等をやむを得ず滞納している方でも、納付の意思
が確認できた方は入居できるよう手続きを進めています。

※石巻市の市営住宅は、お一人で入居できるよう手続きを進めています。

■被災時に居住していた賃貸住宅は「全壊」ではないが、元の賃貸住宅に戻ることができなかった方
■賃貸人（大家）等の証明が得られず、申込みができなかった方
■市町村民税を滞納しており、申込みや入居ができなかった方
■過去に住んでいた公営住宅の家賃等を滞納しており、申込みや入居ができなかった方
■復興公営住宅の入居資格審査書類を提出することができず、入居ができなかった方
■被災時に居住していた持家が「大規模半壊または半壊」で解体することができない方 など

石巻市役所 〒986-8501 石巻市穀町14番1号 代表：0225-95-1111

●復興公営住宅のご相談 事前登録相談窓口（３階） 内線：3981～3983
専用：0225-90-8041・8042

●市営住宅のご相談 建設部住宅管理課（５階） 内線：5753・5754

●住宅再建のご相談 福祉部生活再建支援課（３階）内線：4761・4765～4767

受付時間：午前９時から午後５時まで（土日、祝日を除く。）

ご相談ください

入居者資格要件を緩和する手続きを進めています

復興公営住宅の事前登録を終了します

復興公営住宅の最終入居確認書を提出してください
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復
興
公
営
住
宅
最
終
入
居
確
認
書

 
 
提
出
期
限
：
平
成
２
９
年
２
月
１
７
日

(金
) 

記
入
日

 
 
平
成
２
９
年

 
 

 
月

 
 

 
日

 

氏
 
名

 
㊞

 
連

 
絡

 
先

 
（
電
話
）

 
 

 
  

 
 －

 
 

  
 

 
－

 

復
興
公
営
住
宅
の
入
居
に
つ
い
て
、
下
記
の
と
お
り
回
答
し
ま
す
。

 

                    ※
「
復
興
公
営
住
宅
最
終
入
居
確
認
書
」
を
提
出
す
る
に
あ
た
り
、
個
人
情
報
（
住
民
基
本
台
帳
、
各
種
税
、
生
活
保
護
、
応
急
仮
設
住
宅
等
の
入
居
、
復
興
公
営
住
宅
の
入
居
、
市
営
住
宅
等
の
入
居
、
市
区
町
村
か
ら
受
け
る
補
助
金
に
関
す
る
情
報

 

そ
の
他
の
個
人
情
報
）
の
調
査
利
用
に
つ
い
て
同
意
し
ま
す
。

 

≪
以
上
で
終
了
で
す
。
ご
協
力
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。
≫

 

①
 

 
 石

巻
市
の
復
興
公
営
住
宅
に
入
居
を
希
望
す
る
。

 

次
の
①
ま
た
は
②
の
ど
ち
ら
か
を
選
択
し
、
該
当
す
る
項
目
の
□
に
✓
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 

(１
)現

在
、
入
居
を
希
望
す
る
世
帯
人
数

 

 
 

 
 
１
人

 
 

 
２
人

 
 

 
３
人

 
 

 
４
人
以
上

 

 

(２
)ペ

ッ
ト
共
生
住
戸

 

 
 

 
 
希
望
す
る

 
 

 
希
望
し
な
い

 
   

※
こ
の
確
認
書
の
提
出
と
は
別
に
事
前
登
録
の
手
続
き
が
必
要
で
す
。

 

登
録
期
限
：
平
成
２
９
年
３
月
２
４
日
（
金
）

 

 
 

 
 

 
 

 

石
巻
市
以
外
の
復
興
公
営
住
宅
に
入
居

 

 ・
・
・
・
・【

市
町
村
名
：

 
 

 
 

 
 

 
 】

 

 

防
災
集
団
移
転
団
地
に
再
建

 

自
宅
を
再
建

 
（
新
築
、
購
入
、
改
修
、
補
修
）

 

市
営
・
県
営
住
宅
に
入
居

 

民
間
賃
貸
住
宅
に
入
居

 
（
み
な
し
仮
設
住
宅
の
供
与
終
了
後
、
ご
自
身
に
名
義
変
更
し

 

引
き
続
き
入
居
す
る
場
合
を
含
む
。）

 

親
族
宅
や
知
人
宅
に
転
居

 

福
祉
施
設
等
に
入
所

 

      

石
巻
市
内

 

石
巻
市
以
外

 

  

 

②
 

 
 石

巻
市
の
復
興
公
営
住
宅
に
入
居
を
希
望
し
な
い
。
 

次
の
う
ち
、
該
当
す
る
項
目
の
□
に
✓
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 
次
の

(１
)(
２

)に
つ
い
て
、
該
当
す
る
項
目
の
□
に
✓
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
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（３）応急仮設住宅供与期間の特定延長に関する届出書と住まい再建に関する届出書（Ｈ29年度） 
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応急仮設住宅供与期間の特定延長に関する届出書 

平成  年  月  日 

石巻市長 殿 

〔届出者〕住所                              

             契約者氏名               印   

             連絡先                     
 

 下記２の要件に該当し、供与期間内に仮設住宅を退去できませんので、挙証資料を添付し、市が

保有する入居者の個人情報※の利用について同意の上、下記により届け出ます。 

記 

１ 特定延長が必要な入居者の氏名を記入してください。 

 氏   名 続柄 
（契約者との関係） 

生年月日  氏   名 続柄 
（契約者との関係） 

生年月日 

1  本人  ・ ・ 5    ・ ・ 

2    ・ ・ 6    ・ ・ 

3    ・ ・ 7    ・ ・ 

4    ・ ・ 8    ・ ・ 

 

２ ①特定延長の要件、②再建方法及び③再建先について、該当する枠内の□の中にレ点を付けて

ください。 

①特定延長の要件  ②再建方法  ③再建先 

□公共事業等による自宅の再建

は決まっているが、工期等の関

係から供与期間内に仮設住宅

を退去できない 

 □復興公営住宅  □
石
巻
市
内 

□
石
巻
市
以
外 

 □防災集団移転  

 □その他公共事業 

（             ） 

 

□公共事業以外で自宅の再建は

決まっているが、工期等の関係

から供与期間内に仮設住宅を

退去できない 

 □自宅の建築、修繕  

 □自宅の購入  

 □その他 

（             ） 

 

 

３ 仮設住宅退去予定時期について、枠内に記入してください。 

 

４ 添付する挙証資料について、□の中にレ点を付けてください。 

  □石巻市以外の復興公営住宅の当選通知書      □建築請負契約書 

  □防災集団移転先地の宅地契約書          □不動産売買契約書 

  □その他（             ）      □施設等入居契約書 

   

＊特定延長の実施について国から同意が得られた場合には、この書面に基づいて、特定延長の要件に該当
するかどうか確認することになります。 

※「市が保有する入居者の個人情報」とは、住民基本台帳、各種税、生活保護、応急仮設住宅等の入居、復興公営住宅の入

居、市営住宅等の入居、市区町村から受ける補助金等に関する情報その他の個人情報をいう。 

平成   年    月 

 

重要 
様式１ 
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住まい再建に関する届出書 

平成  年  月  日 

石巻市長 殿 

届 

出 

者 

契約者氏名                      印 

住所  

連絡先 

（電話番号） 

携帯電話の場合は所有者名をご記入ください 

                     （         ） 

応急仮設住宅の供与期間終了に伴う自立計画について、市が保有する入居者の個人情報※

の調査利用について同意の上、次のとおり届け出ます。 

① 再建時期 

平成   年   月   日 

＊ 『「応急仮設住宅の供与期間のお知らせ」と「届出書の提出」について』に記載の供与期限までとなります。 

② 再建方法（□の中にレ点を付けてください） 

 □ 復興公営住宅（※事前登録がお済みの方） 

□ 防災集団団地 

□ 自宅再建（③も記入してください） 

□ 市営・県営住宅 

□ 賃貸住宅 

□ 親族宅や知人宅へ転居、福祉施設等へ入所 

□ その他（            ） 

＊ 再建方法が「復興公営住宅」「防災集団団地」「自宅再建」の方は、特定延長に該当しないことについて『応急

仮設住宅特定延長のしおり』により確認の上、記入してください。 

③ ②で「自宅再建」に記入された方（□の中にレ点を付けてください） 

 □ 再建時期はほぼ確定しており、遅くとも現在の供与期限までに完了する。 

 □ 再建時期が現在の供与期限より遅れる可能性がある。※理由を記入してください 

理由： 

                                                     

 

＊同じ仮設住宅にお住まいで、どちらも特定延長に該当せずに再建先が分かれる方がいる場合は、届出書

をもう１枚お送りしますので生活再建支援課（TEL 0225-95-1111 内線 3962・3964・3965）まで御連絡く

ださい。 

 

※「市が保有する入居者の個人情報」とは、住民基本台帳、各種税、生活保護、応急仮設住宅等の入居、復興

公営住宅の入居、市営住宅等の入居、市区町村から受ける補助金等に関する情報その他の個人情報をいう。 

重要 

－    － 

□ 石巻市内 

 

□ 石巻市以外 

※市区町村名を記入してください 

（ ：      ） 

様式２ 



  
60 

 

 

 

 

 

  

（支援を希望する方へ） 

 

ファックス送信票 

  

届出書の記入にお手伝いが必要な方や、提出書類がわからない方、再

建方法を決めかねているなどお困りの方には、自立生活支援専門員等が

支援を行いますので、この用紙にご記入の上、ファックスで送信してく

ださい。 

プレハブ仮設団地名 
または 

みなし仮設住所 
 

棟・部屋番号 号棟       号室 

氏   名  

連 絡 先 
（電話番号） 

－       ― 

支援を希望する日時     月     日     時ごろ 

支援を希望する理由  

※訪問支援の場合は、平日の午前９時から午後４時の間にお伺いしま

す。（ご希望の日時を調整させていただく場合があります。） 

石巻市福祉部生活再建支援課 

ファックス番号 ：０２２５－９４－５０２２ 

電 話 番 号 ：０２２５－９５－１１１１ 内線 3962・3964・3965 

 

※支援のご希望は、電話でも受け付けいたします。 
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（４）応急仮設住宅供与期間の特定延長に関する届出書と住まい再建に関する届出書（Ｈ30年度） 

①特定延長（再延長）要件該当世帯用 
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②特定延長（再延長）要件非該当世帯用 
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③特定延長（再延長）要件該当・非該当不明世帯用 
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69 

（５）プレハブ応急仮設住宅集約に伴う仮設団地間移転調査票 
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（別紙）  地区毎の集約拠点団地一覧 

  

 旧石巻市 大橋地区：大橋団地（石巻市大橋一丁目 1-1、1-3） 

 

      開成地区：南境第４団地（石巻市南境字新小堤 163、185-3） 

南境第７団地（石巻市南境字新小堤 25-1、字外谷 78-1） 

 

      蛇田団地：向陽団地（石巻市向陽町五丁目 13-1、15-1） 

蛇田西部第１団地（石巻市蛇田字新金沼 387、53、52-1） 

蛇田西部第２団地（石巻市蛇田字新金沼 8-1 ほか 6） 

 

      万石地区：渡波第１団地（石巻市渡波字四勺 13-10、字沖六勺 1-24） 

 

 総合支所 河北地区：飯野川校団地（石巻市相野谷字五味前上 40） 

           追波川多目的団地（石巻市小船越字山畑無番地） 

 

      河南地区：旭化成団地（石巻市須江字関ノ入 13-2） 

 

     

※桃生地区、北上地区、牡鹿地区を希望される場合は事前に各総合支所へご相談下さい。 

※雄勝地区の拠点団地はありません。 
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プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況 4 

▼ プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況 １/3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【凡例】

1 44 石巻  仮設日和が丘第2団地 民有地 15 60.0%  退去完了 3  全戸解体済み

2 28 石巻  仮設日和が丘団地 公有地 11 27.3%  退去完了  全戸解体済み

3 74 石巻  仮設駅前北通り団地 公有地 12 66.7%  退去完了  全戸解体済み

4 58 石巻  仮設開北団地 公有地 7 14.3%  退去完了  全戸解体済み

5 83 石巻  仮設新境谷地南団地 公有地 7 57.1%  退去完了  全戸解体済み

6 27 石巻  仮設大橋中央団地 公有地 28 53.6%  退去完了 2  全戸解体済み

7 30 石巻  仮設泉町団地 公有地 13 38.5%  退去完了  全戸解体済み

8 36 石巻  仮設水押球場団地 公有地 126 42.9%  退去完了 13
 全戸解体済み
 H31グランド復旧

9 56 石巻  仮設袋谷地東団地 公有地 60 56.7%  退去完了 5  全戸解体済み

10 57 石巻  仮設水押団地 公有地 14 42.9%  退去完了  全戸解体済み

11 99 石巻  仮設日本製紙団地 民有地 38 44.7%  退去完了 2  全戸解体済み

12 2 石巻  仮設大橋団地 公有地 540 60.4%  　 集約拠点 4.3%  23 19  平成31年度解体予定

12 871 55.3%  2.6%  23 19 25

13 66 石巻  仮設新栄中央団地 公有地 13 7.7%  退去完了  全戸解体済み

14 10 石巻  仮設開成第１団地 公有地 72 50.0%  退去完了 5  全戸解体済み

15 11 石巻  仮設開成第２団地 公有地 53 39.6%  退去完了 6  全戸解体済み

16 14 石巻  仮設開成第５団地 公有地 15 46.7%  退去完了 2  全戸解体済み

17 15 石巻  仮設開成第６団地 公有地 41 41.5%  退去完了 3  全戸解体済み

18 16 石巻  仮設開成第７団地 公有地 29 44.8%  退去完了  全戸解体済み

19 17 石巻  仮設開成第８団地 公有地 50 48.0%  退去完了 5  全戸解体済み

20 18 石巻  仮設開成第９団地 公有地 39 30.8%  退去完了 1  全戸解体済み

21 22 石巻  仮設開成第１４団地 公有地 46 34.8%   退去完了 1  全戸解体済み

22 24 石巻  仮設南境第１団地 公有地 12 58.3%  退去完了 3  全戸解体済み

23 25 石巻  仮設南境第２団地 公有地 17 47.1%  退去完了  全戸解体済み

24 26 石巻  仮設南境第３団地 公有地 37 35.1%  退去完了 2  解体中

25 67 石巻  仮設南境第５団地 公有地 66 51.5%  退去完了 3  全戸解体済み

26 94 石巻  仮設南境第６団地 公有地 21 28.6%  退去完了 2  解体中

27 59 石巻  仮設真野団地 公有地 37 59.5%  退去完了 2  解体中

28 60 石巻  仮設大瓜団地 公有地 48 45.8%  退去完了 3  解体中

29 65 石巻  仮設新栄東団地 公有地 16 50.0%  退去完了 1  全戸解体済み

30 71 石巻  仮設井内団地 民有地 15 46.7%  退去完了 1  全戸解体済み

31 115 石巻  仮設新栄団地 公有地 35 40.0%  退去完了 2  全戸解体済み

32 21 石巻  仮設開成第１２団地 公有地 195 48.2%  退去完了 9  全戸解体済み

33 12 石巻  仮設開成第３団地 公有地 77 55.8%  退去完了 4  解体中

34 13 石巻  仮設開成第４団地 公有地 66 43.9%  退去完了 3  解体中

35 20 石巻  仮設開成第１１団地 公有地 292 51.7%  退去完了 8  解体中

36 19 石巻  仮設開成第１０団地 公有地 77 51.9%  集約拠点 1.3%  1 1  平成31年度解体予定

37 22 石巻  仮設開成第１３団地 公有地 90 56.7%  集約拠点 退去完了  平成31年度解体予定

38 68 石巻  仮設南境第４団地 公有地 100 66.0%  集約拠点 12.0%  12 8  平成31年度解体予定

39 133 石巻  仮設南境第７団地 公有地 487 51.5%  集約拠点 2.7%  13 13 6  平成31年度解体予定

27 2,046 49.5%  1.3%  26 22 72

40 82 石巻  仮設新境町団地 公有地 8 37.5%  退去完了 2  全戸解体済み

41 7 石巻  仮設蛇田中央団地 公有地 119 42.9%  退去完了 9  全戸解体済み

42 31 石巻  仮設青葉西団地 公有地 14 35.7%  退去完了  全戸解体済み

43 35 石巻  仮設恵み野団地 公有地 46 43.5%  退去完了 3  全戸解体済み

44 89 石巻  仮設一番谷地南団地 民有地 27 55.6%  退去完了 2  全戸解体済み

45 38 石巻  仮設一番谷地西団地 民有地 35 45.7%  退去完了 4  全戸解体済み

46 42 石巻  仮設向陽南団地 公有地 27 29.6%  退去完了 1  全戸解体済み

47 88 石巻  仮設元浦屋敷団地 民有地 41 46.3%  退去完了  全戸解体済み

48 64 石巻  仮設蛇田北部第２団地 公有地 23 47.8%  退去完了  全戸解体済み

49 53 石巻  仮設あけぼの北団地 公有地 17 29.4%  退去完了 2  全戸解体済み

50 54 石巻  仮設あけぼの南団地 公有地 11 45.5%  退去完了  全戸解体済み

51 63 石巻  仮設蛇田北部第１団地 公有地 21 52.4%  退去完了  解体中

52 127 石巻  仮設青葉西第２団地 民有地 25 60.0%  退去完了 1  解体中

53 1 石巻  仮設向陽団地 公有地 137 61.3%  集約拠点 5.1%  7 6  平成31年度解体予定

54 40 石巻  仮設蛇田西部第１団地 公有地 32 37.5%  集約拠点 6.3%  2 2 1  平成31年度解体予定

55 41 石巻  仮設蛇田西部第２団地 公有地 41 61.0%  集約拠点 7.3%  3 3  平成31年度解体予定

16 624 48.9%  1.9%  12 11 25

移転完了

★:退去完了

　　　　　　★

移転先の調整を行い移転する期間です。 期間のはじめに入居者説明会や個別相談を行い、退去完了（★）の６か月前までに移転先を調整します。 その後、退去完了までの移転となります。

対象団地内全入居者の移転（自立再建移転・集約拠点団地への移転）が完了し、入居者がゼロになる時期です。 この後、団地の解体に着手します。

矢印のみで移転期間の表示（黄色）がない団地は、自立再建により入居者がゼロになる予定の団地です。

地区
市名称 上期 下期 上期 下期

平成28年度 平成29年度 平成30年度団地名（グル－プホ－ム除く）

敷地
区分

着工戸数
(a)

★

入居
世帯数

仮設間
移転済

上期 下期 上期 下期 入居率

移転調整の状況
集約拠点

進捗状況（H31.1.31時点）

解体状況

大橋小計 　

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

開成小計

★

★

★

★

★

★

蛇田小計

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

市
管理
番号

■プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況

Ｈ28.5.1
入居率

(プログラム

策定時)

平成3１年度

NO

入居
戸数

★

★

★

★
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▼ プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況 2/3 

 

  

【凡例】

56 92 石巻  仮設小竹浜団地 公有地 6 33.3%  退去完了  全戸解体済み

57 98 石巻  仮設西山団地 公有地 8 25.0%   退去完了 1  全戸解体済み

58 130 石巻  仮設狐崎浜団地 民有地 28 71.4%  退去完了  全戸解体済み

59 33 石巻  仮設渡波北部第３団地 公有地 12 25.0%  退去完了  全戸解体済み

60 9 石巻  仮設渡波第２団地 公有地 192 41.1%  退去完了 14  全戸解体済み

61 97 石巻  仮設家ノ入団地 民有地 14 92.9%  退去完了  全戸解体済み

62 75 石巻  仮設垂水団地 公有地 24 25.0%  退去完了 1  全戸解体済み

63 32 石巻  仮設渡波北部第１団地 公有地 11 72.7%  退去完了  全戸解体済み

64 73 石巻  仮設渡波北部第２団地 公有地 32 37.5%  退去完了 1  全戸解体済み

65 85 石巻  仮設渡波北部第４団地 民有地 22 63.6%  退去完了 2  全戸解体済み

66 126 石巻  仮設渡波北部第５団地 民有地 17 47.1%  退去完了 1  全戸解体済み

67 55 石巻  仮設祝田団地 公有地 11 27.3%  退去完了  解体中

68 78 石巻  仮設牧浜団地 民有地 18 77.8%  退去完了  解体中

69 91 石巻  仮設袖ノ浜団地 民有地 14 71.4%  退去完了  解体中

70 129 石巻  仮設渡波大森団地 公有地 11 54.5%  退去完了  解体中

71 132 石巻  仮設折浜団地 民有地 17 88.2%  退去完了
 全戸解体済み
 H31敷地復旧

72 3 石巻  仮設万石浦団地 公有地 101 43.6%  集約拠点 退去完了  平成31年度解体予定

73 8 石巻  仮設渡波第１団地 公有地 95 43.2%  集約拠点 3.2%  3 2  平成31年度解体予定

18 633 47.4%  0.5%  3 2 20

73 4,174 50.3%  1.5%  64 54 142

74 93 河北  仮設大森第１団地 民有地 24 58.3%  退去完了  解体中

75 93 河北  仮設大森第２団地 民有地 60 55.0%  退去完了 1  解体中

76 93 河北  仮設大森第３団地 民有地 216 48.6%  退去完了 1  解体中

77 93 河北  仮設大森第４団地 民有地 150 49.3%  退去完了 1  解体中

78 43 河北  仮設追波川河川団地 公有地 91 64.8%  2.2%  2 2 1  平成31年度解体予定

79 4 河北  仮設飯野川校団地 公有地 74 67.6%  集約拠点 4.1%  3 3  平成31年度解体予定

80 34 河北  仮設河北三反走団地 公有地 90 75.6%  集約拠点 8.9%  8 8  平成31年度解体予定

81 86 河北  仮設追波川多目的団地 公有地 103 81.6%  集約拠点 7.8%  8 7  平成31年度解体予定

82 52 河北  仮設三反走第２団地 公有地 39 56.4%  集約拠点 5.1%  2 1  平成31年度解体予定

小計 小計 9 847 60.1%  2.7%  23 21 4

83 6 雄勝  仮設水浜団地 公有地 31 0.0%  解体済み －

84 70 雄勝  仮設名振第２団地 民有地 18 0.0%  ★ －  全戸解体済み

85 48 雄勝  仮設大須小学校団地 公有地 17 23.5%  退去完了  解体中

86 49 雄勝  仮設立浜団地 公有地 24 100.0%  4.2%  1 1  平成31年度解体予定

87 95 雄勝  仮設雄勝峠崎団地 公有地 15 66.7%  退去完了  解体中

88 39 雄勝  仮設雄勝森林団地 公有地 32 75.0%  12.5%  4 4  平成31年度解体予定

89 39 雄勝  仮設雄勝森林第２団地 公有地 10 60.0%  退去完了  解体中

90 61 雄勝  仮設名振第１団地 公有地 14 21.4%  退去完了  解体中

小計 小計 8 161 44.1%  3.1%  5 5 0

91 104 河南  仮設町北第１団地 民有地 25 48.0%  退去完了 4  全戸解体済み

92 84 河南  仮設赤羽根団地 公有地 7 28.6%  退去完了 1  全戸解体済み

93 125 河南  仮設曽波神前団地 民有地 12 83.3%  退去完了 3  全戸解体済み

94 45 河南  仮設押切沼団地 公有地 124 45.2%  退去完了 15
 全戸解体済み
 H31グランド復旧

95 46 河南  仮設柏木団地 公有地 28 25.0%  退去完了 1  全戸解体済み

96 77 河南  仮設山崎前団地 公有地 32 50.0%  退去完了 3  全戸解体済み

97 76 河南  仮設しらさぎ台団地 民有地 54 38.9%  退去完了 2  全戸解体済み

98 79 河南  仮設関ノ入団地 公有地 21 52.4%  退去完了 3  全戸解体済み

99 87 河南  仮設東北電子団地 民有地 82 47.6%  退去完了 4  全戸解体済み

100 90 河南  仮設糠塚前団地 民有地 37 35.1%  退去完了 1  全戸解体済み

101 124 河南  仮設糠塚団地 民有地 53 56.6%  退去完了 9  解体中

102 106 河南  仮設町北第３団地 民有地 11 45.5%  退去完了  全戸解体済み

103 107 河南  仮設町北第４団地 民有地 14 42.9%  退去完了 1  全戸解体済み

104 108 河南  仮設前山団地 公有地 177 46.3%  退去完了 15  解体中

105 139 河南  仮設黄金袋団地 民有地 18 61.1%  退去完了 3  全戸解体済み

106 105 河南  仮設町北第２団地 民有地 16 56.3%  退去完了  全戸解体済み

107 101 河南  仮設新田団地 民有地 15 80.0%  退去完了  全戸解体済み

108 102 河南  仮設役場前団地 民有地 35 57.1%  退去完了 1  解体中

109 100 河南  仮設旭化成団地 民有地 200 56.0%  集約拠点 6.0%  12 10  平成31年度解体予定

小計 小計 19 961 49.3%  1.2%  12 10 66

移転完了

★:退去完了

　　　　　　★

移転先の調整を行い移転する期間です。 期間のはじめに入居者説明会や個別相談を行い、退去完了（★）の６か月前までに移転先を調整します。 その後、退去完了までの移転となります。

対象団地内全入居者の移転（自立再建移転・集約拠点団地への移転）が完了し、入居者がゼロになる時期です。 この後、団地の解体に着手します。

矢印のみで移転期間の表示（黄色）がない団地は、自立再建により入居者がゼロになる予定の団地です。

地区
市名称 上期 下期 上期 下期

平成28年度 平成29年度 平成30年度団地名（グル－プホ－ム除く）

敷地
区分

着工戸数
(a)

入居
世帯数

仮設間
移転済

上期 下期 上期 下期 入居率

移転調整の状況集約拠点

進捗状況（H31.1.31時点）

解体状況

★

★

★

★

★

★

★

万石小計

本庁計

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

市
管理
番号

■プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況

Ｈ28.5.1
入居率

(プログラム

策定時)

平成3１年度

NO

入居
戸数

★

★

★

★

★

★

★
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▼ プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況 3/3 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【凡例】

110 128 桃生  仮設倉埣団地 公有地 26 38.5%  退去完了 1  全戸解体済み

111 80 桃生  仮設城内団地 公有地 132 37.1%  退去完了 13  解体中

112 81 桃生  仮設桃生永井団地 公有地 51 33.3%  退去完了 6  全戸解体済み

113 69 桃生  仮設桃生中津山団地 公有地 122 33.6%  集約拠点 退去完了 1  平成31年度解体予定

小計 小計 4 331 35.4%  0.0%  0 0 21

114 5 北上  仮設にっこりサンパ－ク団地 公有地 178 63.5%  退去完了 12  全戸解体済み

115 72 北上  仮設大指団地 民有地 15 86.7%  退去完了  解体中

116 47 北上  仮設相川運動公園団地 公有地 41 80.5%  ★ 集約拠点 退去完了  解体中

小計 小計 3 234 68.0%  0.0%  0 0 12

117 112 牡鹿  仮設給分浜小寺団地 民有地 37 62.2%  退去完了 2  全戸解体済み

118 117 牡鹿  仮設大原浜中田団地 民有地 19 63.2%  退去完了 5  全戸解体済み

119 110 牡鹿  仮設小渕浜大宝団地 民有地 20 80.0%   退去完了 14  全戸解体済み

120 51 牡鹿  仮設鮎川浜寺前団地 公有地 8 25.0%  退去完了  全戸解体済み

121 111 牡鹿  仮設十八成浜団地 民有地 26 73.1%  退去完了  全戸解体済み

122 116 牡鹿  仮設清水田浜団地 民有地 45 80.0%  退去完了 1  全戸解体済み

123 137 牡鹿  仮設鮎川浜四ツ小谷第２団地 民有地 12 21.1%  退去完了  全戸解体済み

124 136 牡鹿  仮設鮎川浜四ツ小谷第１団地 民有地 13 21.1%  退去完了  全戸解体済み

125 23 牡鹿  仮設鮎川小学校団地 公有地 58 65.5%  退去完了 6  全戸解体済み

126 135 牡鹿  仮設鮎川浜湊川団地 民有地 13 21.1%  退去完了 4  全戸解体済み

127 109 牡鹿  仮設前網浜赤島団地 民有地 27 63.0%   退去完了  全戸解体済み

128 131 牡鹿  仮設寄磯浜五梅沢団地 民有地 7 85.7%   退去完了  全戸解体済み

129 120 牡鹿  仮設鮎川浜清崎運動公園団地 公有地 7 71.4%  退去完了  解体中

130 37 牡鹿  仮設清崎山団地 公有地 16 81.3%  集約拠点 退去完了  解体中

131 50 牡鹿  仮設大原団地 公有地 42 61.9%  集約拠点 退去完了  解体中

132 29 牡鹿  仮設鬼形山団地 公有地 23 52.2%  集約拠点 退去完了  解体中

133 96 牡鹿  仮設給分浜桜畑団地 民有地 61 95.1%  集約拠点 退去完了  解体中

134 134 牡鹿  仮設給分浜後山団地 民有地 11 81.8%  集約拠点 退去完了  解体中

小計 小計 18 445 71.0%  0.0%  0 0 32

合計 合計 134 7,153 52.6%  1.5%  104 90 277

移転完了

★:退去完了

　　　　　　★

移転先の調整を行い移転する期間です。 期間のはじめに入居者説明会や個別相談を行い、退去完了（★）の６か月前までに移転先を調整します。 その後、退去完了までの移転となります。

対象団地内全入居者の移転（自立再建移転・集約拠点団地への移転）が完了し、入居者がゼロになる時期です。 この後、団地の解体に着手します。

矢印のみで移転期間の表示（黄色）がない団地は、自立再建により入居者がゼロになる予定の団地です。

地区
市名称 上期 下期 上期 下期

平成28年度 平成29年度 平成30年度団地名（グル－プホ－ム除く）

敷地
区分

着工戸数
(a)

入居
世帯数

仮設間
移転済

上期 下期 上期 下期 入居率

移転調整の状況集約拠点

進捗状況（H31.1.31時点）

解体状況

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

市
管理
番号

■プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況

Ｈ28.5.1
入居率

(プログラム

策定時)

平成3１年度

NO

入居
戸数

※参考

管理団地数 134 団地

退去完了団地数 118 団地

　うち全戸解体済 82 団地

　うち解体中 33 団地
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蛇田、大橋、開成地区方面拡大 

河南地区方面拡大 

仮設団地位置図 5 
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牡鹿地区方面拡大 

万石地区方面拡大 

※No.は、市管理番号（P.71～73 参照） 

※No.10～22は、重なりで全て表示できない為、 

集約拠点のNo.19のみ表示 

7153

石巻(大橋地区) 871

石巻(開成地区) 2046

石巻(蛇田地区) 624

石巻(万石地区) 633

河北 847

雄勝 161

河南 961

桃生 331

北上 234

牡鹿 445

石巻市プレハブ仮設住宅

仮設住宅整備戸数
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年表 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：石巻市東日本大震災からの復旧・復興 8年間の歩み 
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石巻市被災者自立再建促進対策本部会議およびＷＧ開催概要 7 

 

石巻市被災者自立再建促進対策本部 

■設 置 日：平成 28年 2月 18日 

■設置目的：被災者の自立生活の実現と住まいの再建促進 

■所掌事項：①被災者の自立再建促進に関すること。 

②石巻市被災者自立再建促進プログラムの策定及び進行管理に関すること。 

③前２項のほか、被災者の自立生活の実現と住まいの再建促進のための重要事項に関す

ること。 

■構成メンバー：本部…市長、副市長、各部長、幹事会…福祉部長、福祉部次長、各部次長 

 

被災者自立再建促進対策ワーキング（ＷＧ） 

■設 置 日：平成 28年 8月 12日 

■設置目的：被災者の自立生活の実現と再建促進のため、石巻市被災者自立再建促進プログラムの進

行管理や課題抽出と対策について検討する。 

■検討課題：①石巻市被災者自立再建促進プログラムの進行管理について 

       ②被災者の自立再建促進に関する重要事項の「住まい」｢健康・福祉｣「暮らし向き（家

計）」「コミュニティ」の各課題や対策に関すること。 

       ③その他、自立再建についての重要事項について 

■構成メンバー 

 ・有識者：宮城学院女子大学 厳爽教授、東北大学大学院 小野田泰明教授、佃悠助教、 

石巻専修大学 竹中徹准教授 

 ・庁内関係課長 

 ・県、法制企画官（オブザーバー） 

 

参考：その他（被災者自立再建促進プログラム策定前） 

・石巻復興まちづくり推進会議住宅再建ＷＧ ＜H27.9 月～H28.5 月＞ 

［構成メンバー：有識者、県、復興推進監、庁内課長］ 

 ・実務者調整会議 仮設早期解消（住居関係）＜H27.10 月～H27.12 月＞ 

［構成メンバー：有識者、庁内課長補佐］ 

 ・実務者調整会議 生活再建（生活・健康・就労・コミュニティ関係）＜H27.10 月～H27.12 月＞ 

［構成メンバー：有識者、庁内課長補佐］ 

 

 

   



  
79 

 

▼石巻市被災者自立再建促進対策本部会議およびＷＧ開催概要 

開催時期 会議 開催内容 

平
成
２
８
年
度 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

６月６日 

 
 
 
 

第１回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

 

・プレハブ仮設集約時家賃助成事業の実施につい 

て  

・石巻市被災者自立再建促進プログラム（案）に 

ついて 

７月４日 

 

第２回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

・自立計画届出書について  

・仮設住宅入居者の生活再建状況  

・不正入居者への対応について 

９月１２日 第３回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

 

・被災者自立再建促進対策ＷＧの設置について 

・被災者自立再建促進プログラム説明会の開催状況

について 

・自立計画届出書の回収状況について 

10月６日 第２回 石巻市被災者自

立再建促進対策ＷＧ 

・被災者自立再建促進対策ＷＧの目的、構成など 

・被災者自立再建促進プログラム説明会の開催状況

について 

・自立計画届出書の回収状況から見える住まい再建

上の課題 

・プログラム「４つの視点」に関する課題と対応の

検討 

11月 11日 第３回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・自立計画届出書の回収状況 

・移転・集約対象仮設団地説明会の開催スケジュー

ルについて 

・在宅被災者に係る仙台弁護士会との業務委託につ

いて 

・プログラム「４つの視点」に関する課題と対応の

検討 

・プログラムの進行管理について 

11月 28日 石巻市被災者自立再建促進

対策本部臨時会議 

・移転・集約対象仮設団地説明会の開催スケジュー

ルについて  

・在宅被災者に係る仙台弁護士会との業務委託につ

いて 

・住まいに関する課題と対応  

・自立計画届出書の分析概要について 

平成２９年 

２月７日 

 
 
 
 
 

第４回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・プレハブ仮設団地の集約状況及び自立計画届出書

の回収報告 

・プレハブ仮設団地移転・集約プログラムの変更に

ついて 

・プログラム「４つの視点」に関する課題と対応の

検討 

・プログラムの進行管理について 
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２月１５日 第４回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

 

・プレハブ仮設団地の集約状況及び自立計画届出書

の回収報告（最終）等について 

・被災者自立再建促進プログラム「４つの視点」に

関する課題と対応等について 

・プレハブ仮設団地移転・集約プログラムの変更に

ついて  

・被災者自立再建促進プログラムの進行管理につい

て 

 

平
成
２
９
年
度 

６月６日 

 

 

第１回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

 

 

・プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況について  

・復興公営住宅最終入居確認書の回収結果について  

・被災者の生活再建意向の状況について  

・特定延長及び住まい再建に関する届出書の回収状

況について 

７月２８日 第１回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況について 

・特定延長に関する届出書の回収状況について 

・プログラム「４つの視点」に関する課題と対応の

検討 

８月１７日 第２回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

 

・プレハブ仮設団地移転･集約の進捗状況ついて 

・特定延長に関する届出書の回収状況について 

・プログラム「4 つの視点」に関する課題と対応に

ついて 

・石巻市東日本大震災被災者住宅再建事業等にお 

いて仮設住宅 返還届等の提出を求めることにつ 

いて  

・石巻市伴走型被災者支援事業について  

・石巻市プレハブ仮設集約時家賃助成事業の取扱 

変更及び手続きの見直しについて 

１１月６日 第２回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況について 

・仮設住宅入居世帯供与期限別世帯数について 

・プログラム「４つの視点」に関する課題と対応の

検討 

11月 20日 第３回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

・プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況について 

・仮設住宅入居世帯供与期限別世帯数について 

・プログラム「４つの視点」に関する課題と対応に

ついて 

平成３０年 

１月２５日 

第３回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況について 

・潜在未定世帯調査について 

・自立再建プログラムの進行管理について 
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平成３０年 

２月５日 

 

 

 

第４回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

 

 

 

・プレハブ仮設団地移転・集約の進捗状況について 

・潜在未定世帯調査について 

・在宅被災者等支援事業について 

・石巻市復興公営住宅等移転補助金の交付申請期 

限の延長について 

・津波浸水区域被災住宅小規模補修費補助金交付事

業について 

平
成
３
０
年
度 

５月２４日 第１回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・プレハブ仮設団地移転集約の進捗状況について 

・特定延長対象・対象外世帯数再建方法別入居状況

（市内プレハブ）について 

・石巻市被災者自立再建促進プログラムの進行管理

について 

６月４日 第１回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

・仮設住宅概要およびプレハブ仮設団地移転・集約

の進捗状況について 

・特定延長対象・対象外世帯数 再建方法別入居状況

（市内プレハブ）について 

・石巻市被災者自立再建促進プログラムの進行管理

について 

１２月４日 第２回 石巻市被災者自立

再建促進対策本部会議 

・仮設住宅概要及びプレハブ仮設住宅入居者の再建

見込みについて 

・津波浸水区域被災住宅小規模補修補助金交付事業

の申請期限の延長について 

・復興公営住宅等移転補助金交付事業の申請期限の

延長について 

平成３１年 

３月２２日 

第２回 石巻市被災者自立

再建促進対策ＷＧ 

・仮設住宅概要及びプレハブ仮設住宅入居者の再建

見込みについて 

・「石巻市被災者自立再建促進プログラム」の取組・

成果報告書について 

 



 

 

  



  

 

作成日：平成31 年 3月 

発 行：石巻市福祉部生活再建支援課 

      〒986-8501 

      宮城県石巻市穀町１４番１号 

      TEL：0225-95-1111 

「石巻市被災者自立再建促進プログラム」の取組・成果報告書 


